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設置形態の変更に戸惑う国立大学

慶伊富長(前北陸先端科学技術大学院大学長)

国立大学をめぐる状勢は大変厳しいものがございます。本当のところは、国立大学は腰が半分

抜けかかって、どうしていいかわからないというような感じでございます。国立大学は、大体

65%位が理系です。その理系の人たちが特にどういうふうに受け止めているかという点が、国立

大学の今後の方向に重要になるのではないかというような感じをもっております。

いきなり民営化とか、独立法人とか、全く馴染みのない言葉が出てまいりました。独立採算で

やれという話まで出てまいりました。途端に腰が抜けたわけであります。国立大学の経常費の

10%ちょっと位が学生からの納付金になるでしょっか。そして、人件費が経常費の65%位になり

ましょうか。そうしますと、独立採算でやるとすれば月謝を10倍にすればやれるという恰好にな

るはずです。私どもの大学は建設中で拡大中です。桁違いにお金が入っています。それを除いて、

全くのランニングコストだけについてそういう計算になります。 10倍にするということは月謝を

年額300万円位にしなくてはいけないということです。とんでもない話で、そんなことはできな

いだろうと思うわけです。そういうことで段々聞いていきますと、要するに、独立法人ですとか、

エージェンシーであるという話です。金は出すが、効率的に自分たちでそれをやるということで

す。あるいは、それを数年間続けた上で民営化にもっていくということなのだが、いろいろな話

がございます。国立大学は、学長会議が国立大学協会を形成しておりますが、そこでも最近まで、

入学試験に関して、縦にしたり、横にしたり、 AだとかBだとか、私でもよくわからないような

ピジネスに追われていました。この頃は、任期制が急に出てきまして、それをどうしょうかとい

う問題に追われました。そして、今度は設置形態、の問題でどうしていいかわからない。それが実

情なんです。

イギリス大学の変化

私あたりの年配になりますと、大学の経営のあり方はイギリス方式が理想、と云われた時代を知

っております。サポート・ウイズアウト・コントロール方式、すなわち金はUGCが数年分まと

めて議会からもらって大学に分けるという形です。 UGCは大学の代表の委員会です。これが一

番いい方式だというように、私の先生が日本もそれに近づけるべきだというような話を随分して
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いたことを記憶しております。そのうちに、 UGCは単年度毎の予算になってきまして、教育科

学省の下に入りました。これが1967~1968年位だろうと思います。その経緯は、パーキン教授が

詳しく書いています。 UGCは既にアカデミズムの砦ではなくなったということを、イギリス人

として言っているわけです。いずれにしましでも、単年度の予算になって、大蔵省の査察が入っ

てという形となり、さらに、 80年代から例のサッチャ一政権による強烈な締めつけがありましたo

1991年からポリテク35校が大学に昇格、大学セクターに入りまして、 UGCの形はすっかり変わ

ってきました。政府は相当はっきりしたコントロールをやっているわけです。徹底した大学評価

をする。学科として代表的だと思われるような研究論文数篇を出させます。それを全国委員会が

評儲をする。その評価で採点をして研究予算の配分をする。ただし、もらった金は学内で、全体

でどのように使うかというのは任せられます。私も、イギリスには4ヵ月位ずつ数回、同じ大学

に1963年から、形が変わり始めたころから行っております。変わり方を、小さな大学の中から見

たことがあるわけです。評価はかなり、それは強烈なものです。平均より上だという評価をもら

って本当にうれしかった、と友人が言っているのを見て、これはえらいことになってきたと患っ

ておりました。ですから、勝手に教育研究させてもらう教学権は自分たちのもので、そのサポー

トは黙って国がやる、使うのは自分たちだという形で永年きたものが、どんどん形が変わってき

たわけです。これではダメだというわけで、イギリスでは国有化の形になった。今度、日本が民

営化するということですと古いイギリス型になるのかなという感じです。一部理工系の工学あた

りは、お金がかなり入っています。特に国立大学の場合です。かつてない位研究費が潤沢に入っ

てきて、大変ありがたい。実を言いますと、金の使い方をしらないところに10倍のお金がきたも

のですからまずいことも起こっている。教授たちは実験服を着るのをやめて、委員会に出てお金

の流れを決めるところに行って発言権を確保するのが一番いいんだというような、堕落も始まっ

た。しかし、今まで、足りない、足りないできましたから、一度はお金を潤沢に使えるというこ

とを経た上で、本当に金の使い方を覚えるという方がいいのではないかなと、私は思っておりま

す。実際には、十二分に研究費がきているという部分もあるわけですが、全般的にはそうでもあ

りません。全体的には、まだ足りない。科研費 1千億、円を越えても、そのまま延ば、してもらいた

い。しかし、今、形を変えて、今度は自分たちの自前でやれ、エージェンシーで、独立法人でや

れということです。エージェンシーとは一体何か。私どもは勉強させていただきました。行政の

先生にきていただいて伺いました。現在、イギリスでは132位の機関がある。それが実擦に、政

府の財政の緊縮にどれだけの効果があったかといいますと、 4割だというわけです。 132のエー

ジェンシーに各省庁の部分を出していて、その程度なら大したことはないと思いましたら、人員

は3分の 2近く減らしています。しかし、減らしても、ピジ、不スを外に出しているわけです。日

本の大学でも、例えば、掃除をする会社などに頼んだりしています。イギリスではそこに就職を

させるという形で、人をつまくさばいて、 3分の2位は人員の削減をやった。大体、みています

と、小さな100人位の研究所までエージェンシーの下にもっていっている。一番人数が多いのは

雇用関係です。 2~3 万人位のスタッフがいる。あとは小さいところばかりを 132ほどエージェ

ンシーにした。ということです。大学はそれに入っておりません。行政の専門家に、大学はエー
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ジェンシーには入っていないのか聞きましたら、入っていないということです。どこに入ってい

るかわからないということなんです。しかし、民営化ではないんです。お金の3割は国家資金で

す。直接大学に入っています。完全な民営化ではないわけです。

ローマは一日にして成らず

イギリスの形を日本に当てはめて、それを独立法人というカテゴリーの中にいれてしまうつも

りなのか。一体、政治向きは何を考えているのかなというところです。よくわかりません。私が

わからないというだけでなく、考えている方もわからないらしいんです。ともかく、言っている

ことは、今の形ではけしからんO よろしくないから変えろ。民間的なやり方をしろ。こういうこ

となんです。そうしますと、どうしてもUGC型になるのかなと思うわけです。そうすれば、一

面、規制が緩和になって具合がいいと考えている理工系の工学部系の研究大学のそうそうたる教

授たちで、それなら変えていいということを言う人がいます。とんでもないと私は思います。い

ずれにしても、今の状態は、よくわかりません。 8月の終わり位に形が出てくるといわれていま

す。出てくれば、後はどうにもならないということになると、国立大学としては困ります。今、

国大協としましては、それに対応してどうしょうか相談をしているわけです。今までは理工系を

中心にして反対、ノーだということに一致してきました。今日は、この機会に積極的にいい形に

するという観点もありますということで考えなおしてみよう、議論をしてみようというところで

す。積極的に、大学人の我が鐙といわれるものを反省する恰好でこの問題を考えてみます。一部

の政治家も言っているように、経常費は国立私立もイーブンに考える。もちろん、やり方に関し

ては、今までの歴史がありますから簡単にはいかない。しかし、大学の機能としては、教育の部

分に関しては、国立も私立も公立もそんなに差がないだろう。ただ、全部、国がみるという意味

ではありません。研究の方は、国立私立に、プロジェクトに応じ国が金を出すという形にすれば

一番いいのではないか。そうしますと、アメリカ型のようになるわけです。そういった形になっ

た場合には、大学としてはどういうふうな受け止めかたになるのかということになります。巨大

協も、この議論を、中間でまとめて印刷しております。積極的な行革案の賛成派の国立大学の経

済の先生が加わって、一緒に議論しますと、理科系としては因るなという感じがあるわけです。

それは、金勘定でいきますと、研究費にはお金を充分に上げればいいでょう、人を引っ張ってき

てそこにお金を出せば十二分じゃないか、アメリカはそうやっているじゃないかという意見が出

るわけなんです。たしかに技術のプロジェクトでありますと、会社でやるように専門家を集めて

きて資本投下をすればかなりいくんです。しかし、基礎科学研究は大分違つ。例えば、イギリス

で非常に有名なラザフォードという物理学者がおりました。キャベンディッシュ研究所の総帥、

物理学のマリー・キュリ一夫妻のラジウム発見にまですなわちフランスにまで影響を及ぼすとい

うヨーロッパ物理学中心です。ラザフォードはニュージーランドの出身です。よく例にひかれま

すが、ニュージーランド出の人でもこれだけの凄い世界的な研究をやるじゃないか。イギリス人

でなくても大丈夫。だけれども、ニュージーランドでなぜ科学研究の成果が上がらないの?とい
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う話になるわけです。研究というは人と物だけではなくて、培われたある研究の雰閉気というも

のが必要だということです。キャベンディッシュというは大貴族です。科学好きで、父は有名な

科学者かつ政治家です。そのキャベンディッシュの名を冠した研究所が今でもあるわけです。行

ってみますと、キャベンディッシュが使っていたガラス器具などが壁に置いてあります。それを

見ますと、私たちはび、っくりするわけです。日本の東大あたりにいってもそういうものはありま

せん。やはり、研究所の古さといいましょうか、研究をやるといっ雰囲気の中における、場所に

定着した一つの幽霊、ガイストのようなものが感じられるわけです。ゲチゲン大学を私は大好き

です。ゲチゲンの町は、ストリートの名前が全部学者の名前だというだけではなくて、町全体に

私なんかが感ずる何かがあるんです。ガウスの仕事をしていた場所などに行くと、何となく研究

を一生懸命やろうかなという気になる。場所としてはとでも寒いところで、凍てつくような物凄

い月が出るんです。冬に歩いていると、自分の靴音がコツコツと響くんです。明治の人は、月が

沈む原と書いてゲチゲンと読ませているわけです。我々の学問のメッカのようなところです。一

番最初に行った日本人が有名な数学者高木貞治さんです。高木さんの名前もストリートにありま

す。そういったようなものでありまして、ローマは一較にして成らずというのと同じなんです。

魂だけでなく、実際問題として基礎研究をやる場所というのは、例えば、すごい機械を買っても

らって量きます。ところが、そういうすごい機械を買った時には、精密機械ですと耐震装置がい

るんです。ちょっと由りを人が歩いただけでも、メーターが振れてどうにもならないんです。で

すから、アメリカあたりですと地下30メートルの所に置くんです。そっいったノウハウという

もの、基礎研究所という研究機関というものは、屋根のっくり方から配線の仕方まで違うという

ことをご存じない政治家が、金をやるから人を集めてこういう研究をやれといっても、機械が入

って配線しようとしたら建物の経費がきていないということになるわけです。じゃ、建物の経費

をやろう。しかし、特別な研究機関の設計ができるところでなければ函るわけです。普通のゼネ

コンにもってしサ、れたんでは図ってしまうわけです。ゴマをするわけではありませんが、文部省

の施設部などは、それをやってきたんです。そういうところでやってもらわなければ困るわけで

す。 1日帝大の工学部や理学部のっくり方というのは、失礼ですが、新しい大学と違います。そう

いう点は、ざっくばらんにいいますと、例えば九大の工学部は煉瓦づくりですが、最初にっくり

ましたのは、布にタールをひいてそれを天井の裏に張ったんです。ところがボヤが起こった時に

火が走りまして、そのために非常に因ったということがありました。今度は、屋根を工夫したわ

けです。そういう歴史があって、現代の九大の工学部などの建物ができているわけです。そうい

うことで、人的なものだけではなくて、研究機関というものがもっている一つの歴史的なノウハ

ウの蓄積というものが必要なんです。先生を通じて弟子たちが育つ形できています。世界のセン

ター・オブ・ラーニング、学問の中心は、移動してきた歴史があります。いよいよ今度は呂本が

学問の中心になると、外国からも見える位に日本も成果が上がっているというだけでなく、基礎

の部分の強さもかなり出できているわけです。そして、いよいよこれから、アメリカあたりと良

い勝負になると、考えてきたところです。
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産業密着型の日本の大学

理工系としては、国際競争力が問題点です。今、政治向きで、言っているのは、行財政改革です。

金は出さないとはいってないわけです。もちろん、スムリ化するために、なるべくいらないもの

はけずるということはわかります。しかし、いるところには出しますよといっているわけです。

政府の役割は、日本の国際競争力を高めることが至上命令でありましょう。イギリスのサッチャ

一政権がやった教育改革も、みんな毘際競争力を高めるためです。例えば、オックスフォードの

私の友人などは、「応用Jは汚いということを平気で言うんです。そういう凄まじい大学教授た

ち。サッチャーさんもオックスフォードの化学の出身でマスター学位を持っている。ケンブリッ

ジも強いのですが、オックスフォードの化学は相当強いんです。ところが、そういうところでは、

応用などというのはダーティだというわけです。 c.pスノーが批判した1969年から変わってい

ないんです。実際に、皆さん、意外に思われるかもしれませんが、ドイツの大学すらそうなんで

す。ドイツの大学の方が、ある意味では、そういう感じは強いです。基礎科学が尊くて、応用化

学は下賎だという言い方です。ですから、ハーバードをご覧になるとよくわかります。ハーバー

ドは、応用科学しかやらない。プリンストンになりますと工学部をもっていますが小さいです。

州立大学の工学部に比べると問題にならないぐらい小さいのです。州立大学でもピュアをベース

にしています。アップライドをやるためにはエンジニアリングが必要ですから入れますが。メデ

イカルスクールは別格としまして、アメリカの理工系ではそういう恰好になっています。そうい

う形でありますので、ドイツなどでも結局のところは、大学とは別の工科大学をつくらざるを得

なかったわけです。そういった状況で、 ドイツも二重制度になっています。日本の大学だけが工

学部主導で始まった帝大が主流であります。 日本の大学だけが、エンジニアリングからピュアサ

イエンスまで連続化して持っているわけです。最近、中国も韓国も工学部を猛烈に増やしました。

しかし、理学部が同じょっに大きいんです。中国は今、工学部の卒業生が7-8万人のところま

できました。これは、日本の次の大きさだと思います。日本は10万人近くおります。アメリカは

7万人です。アメリカでは7万人の工学部卒業生に対して理学部は3倍の20万人です。ドクター

の方の数の構成もそうなっています。日本は理と工は 1対7です。形式的にいいますと、工学部

と理学部の学生定数=教官、研究者の定数と河じですから、それで見ますと、理系の教員数と工

系のそれとは l対7で全く比が逆転しております。中国も韓国もず、っと工学部がlとするとO.7 

とか、半分より多い位に理学部が強いんです。日本だけは、 7に対して lしか理学部がないとい

うことなんです。これは、世界に冠たる国際競争力をつける形にまでなってきたのは、主たると

ころは国立大学です。国際競争力を高めるために、最近ドイツは4年寄IJの単科大学をつくりまし

た。昔からの大学は5-6年寄lJですが、卒業生が少なくてと対抗できない。エリート部分だけで

はやっていけないということで4年制の工科大学を沢山っくりました。そういう形がヨーロッパ

における大学改革です。ですから、日本の理工系を手本にしているのではなしサ、という感じです。

私のような理科系の人間から見てわかりやすいのは、国際競争力で日本にしてやられた、日本に

技術力、生産性で敗れたということです。基礎研究は自分たちの方が強いが、実際の製品づくり、
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ハイテク産業ということでみると、ハイテク産業が輪出超過になっているのは日本だけなんです。

アメリカもドイツも、ハイテク産業でも自分のところで使う方が多く、輸入超過になっています。

日本だけが3倍の輸出超過で、すO 今、インダストリーがまずいというのは、金融業がまずいんで

す。製造業の方は相変わらず強い。ですから、それを追いかけて、イギリスの改革も、 ドイツの

改革も、日本型の大学者IJ度を目標にしているという言い方をしたのはイギリスの何人かの友人で、

す。ドイツ人はそういう言葉はつかいません。ともかく、増やしている部分は、生産技術の技術

部分です。アメリカも、基礎科学の研究費をカットダウンしています。そのために、ハーバード

の有機化学の研究室は、途端にモラル低下しています。しかし、エンジニアリングに近いところ

には金が出ています。また、州立大学の方は、ここ10年間、エンジニアリング・テクノロジーと

いう学科をつくっています。 2年帝IJと2年者IJの積み重ね方式で、現在数万人じなっていると患い

ます。エンジニアリングは工学部です。これは卒業生7万人のままで。動かないんです。ただし、

その内の4万人は、実はビジネススクールへ行ってしまいます。ピジネススクールの卒業生が年

開10万人です。これはピンからキリまであります。初任給10万ドルのビジネススクールから、初

任給2万5千ドルのビジネススクールまであります。いずれにしても一番人気のある修士コース

です。卒業生10万人の内の4万人は工学出身者であるわけです。工学部卒業の 7万人の内4万人

がビジネススクールへ行ってしまう。一体、製造業へどの位行くのかというと20%。日本では10

万人近く卒業し、 56~60%が製造業へ行くわけです。そして、残りがマスターに行きます。工学

修士は殆ど会社に行く。あまりドクターに残りません。ですから、日本の工学部は、ほとんどイ

ンダストリーに行くということです。 日本のビジネススクールは見るべきものがありません。私

どもでは、今度初めて理工系ビジネススクール(知識科学研究科)をつくります。これがうまくい

ったら面白いと思っています。さて、アメリカでは、理工系で一番できる学生は理学部系へ行っ

てしまいます。その次のクラスが工学部へ行きます。工学の連中も、ビジネススクールへ行くの

が4万人です。これは上の4万人が行くと思えば間違いないようです。 7万人の卒業生の内、上

の4万人がビジネススクールへ行ってしまう。日本ですとピジネススクールなどへ進路するのは

下の半分ということになると思います。といいますのも、嫡男主義だからです。例えば、電気の

大学院を卒業したら自立か東芝へ行くということなんです。ところが、三菱化学の電気系のエン

ジニアがいるからそっちへ来ませんかといっても、!日帝大の電気工学からは行きません。三菱化

学は化学会社のトップなんですが、旧帝大の電気の人を採ろうとしても採れないわけです。要す

るに、東芝、目立へ行くのが電気出身の本命と患っている。同時に東芝日立も化学の仕事もやっ

ているのだが、東大の応用化学を出た人は行かないんです。これは三菱化学へ行くわけです。正

系とか傍系とかいうコトバが生きている。そこで、日本では大学が、企業のために学科ができて

いて、できる学生がいい会社に行くようになっているわけです。それが昂じて、三菱化学など世

界でも有数の、しかも研究所に千人もドクターがいるというようなところに、銘柄大学の応用化

学のルートがついているわけです。こんな見事な、国際競争力を高めるために、インダストリー

と密着した高等教育が存在をしている国は他にないのです。しかも国立大学が主力を担っている

わけです。文部省は、大学の先生方は我が優で、結局は教授会専決で学長は権限がない、学長はも
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う少しリーダーシップを発揮してもらわなければ図ると言う。大学審議会でも、学長はリーダー

シップを発揮すべきであるということが言われます。私からすれば、リーダーシップを発揮でき

ないような法律があって、発揮しろというのは何事か、です。しかし、実際のところは、日本の

国立大学ほど産業に密着していて、その予備校のような形になっているところは他にないのでは

ないか。そういう言い方には腹が立ちますが、実際そうなっていると思います。にもかかわらず、

効率化を問題にして、形を変えろと政治家が言う。毘際競争のために変革すべきは大学の設置形

態ではなし ¥0 そして、かつてのUGCのように自由にさせてくれるのなら、私などには思うつぼ

です。理学部をどんどん増やして、工学部を少し縮小しないと、日本の科学技術はひん曲がると

いう印象をもっている理学部系は多いわけです。私も理学部系で、工学部に所属したりしており

ますが、どうも日本の科学技術には骨太さというものに欠ける。これだけ秀才が集まっていても、

秀才が応用科学と技術に偏りすぎています。したがって技術偏重の研究が大学の中に横行してい

る。これで、学生の教育に良いのか。この点では、私は文科系の先生方と話が合うわけです。危

険なのは工学部系の教師で、理学部なんかいらないという意見です。日本における基礎研究とい

うのは、技術の基礎の研究で十分だと患っている人が多いんです。政治家は、基礎研究振興とい

う言葉を出しています。政府もそうです。それが、技術の基礎研究の振興だという恰好で国会で

は議論しています。そっしないとタックスペイヤーに申し訳ないから、そういうことをやるわけ

です。ところが、基礎研究といつのは、イギリスでは基礎科学なんです。その基礎科学は工学系

の7分の lしかないわけです。事実上は工学部が大きく秀才が多いですから、基礎科学までカバ

ーしていることは事実です。しかし、カバーはしているけれども、工学部の人たちがカバーして

いるカバーの仕方と、イギリスの連中のやり方とは決定的に違いがあります。向こうの方が基礎

科学として凄まじいカがあります。日本は、そういう点では弱いわけです。では、どちらの方が

良いのか。調べてみますと、遺伝子工学の基礎パテントの 7割はオックスフォードの研究からと

云われています。そっしますと、ちょっと考えてしまいます。本当に意味でエンジニアリングに

役に立つ、テクノロジーに役に立つサイエンスというのは、基礎的であればあるほど良いのでは

ないか。といって、基礎の連中が応用を蔑視する、学問的に低いということを言うのは非常にま

ずいことです。そのためにイギリスの凋落もあるという点は、 C.pスノーの1959年の講演以来

はっきりしていると思います。日本には、応用や技術に全然、フランストレーションを持っていな

い。屈がつくった帝大も豆大な工学部をかかえている。それが見事に今まで成功してきた。日本

のインダストリーもここまで成功して来たんだということは、まず間違いがないと思います。そ

れがいつの間にか、ヨーロッパのアカデミズム大学から、アメリカの強い私学へと移行した世界

の科学の中心が、次は日本に移るといわれている現状です。技術から基礎科学までが連続した体

制にあるのは日本だけです。このまま行けば、学問の中心が日本に移るという感じです。それに

しては、ちょっと理学系か弱すぎるのではないかなと思っています。そういう点で、大学の中を

変えて構わないのなら、もし私に任せてもらったら、社会科学の方はより科学的に、かっ応用も

やれるようになってもらってもいいかなという余計なことまで考えます。だだし、現在の議論で

は大学を政府から切り離す。自前でどうぞご自由にということです。国立大学では、とてもとて
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も寄付を集めてやるというようなことはできっこないんです。自前でやる民営化がダメなら、予

算削減のエージェンシーとなれ。これも国立大学はとんでもない状況になるという恐'怖感を私は

もっています。軟着陸をさせてもらえるといっても、若干でもヘマをやった場合には大学の幽霊

がなくなってしまう。大学といつものは、ダメージが入ったら、回復に長年月を要するものです。

大学変革は文革の二の舞

私は、 1964年に初めて中国へ行きました。それから、文革終了後まで、10由行っております。教

育組織を素人がひねくるとろくなことはない。小学校の教師は、まだ文革中の生き残りがおりま

して穴が空いていますとか、今だに文革の後遺症が消えていないわけです。中国は、大学入学試

験の共通試験を 1千万人が受けるんです。重点大学が100大学ほど。ところが、 l千万人の内700

万人は高校卒業の実力がないという形で落第したという状況。なぜそうなっているのか開きます

と、文革で高校に良い教師がいなくなった。文革の影響が完全に抜けるのには100年かかると言

っています。それと同じように、明治以来の大学の歴史を考えてみると、日本の大学組織には、

あまりへまはないんじゃないか。終戦直後に揺すぶられ、中でいろいろな問題や後遺症があって

どうのこうのということがありましたが、よく適応して今まできている。現在、工学部の実力は

世界の認めるところです。結局、日本だけがうまくいっているのではないかと思うわけです。

今後は一体どうなるのか。大丈夫なのか。本当のところはどうなのか政治家に教えていただき

たいと思っております。
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第29国公開研究会報告

行政改革の中で、の国立大学一知識社会へ向けた期待と展望一

21世紀の高等教育と国立大学

村田直樹(文部省高等教育局私学助成課長

-前大学課大学改革推進室長)

ただ今、ご紹介いただきました村田でございます。私は今、私学助成課長というポストにおり

ます。それがなぜか、面立大学の研究会に来ておるわけでございます。前任ポストが、先ほどご

紹介いただきましたように、大学課の大学改革推進室長ということからお招きをいただいたのだ

と考えているわけです。実は本来、大学改革推進室長ですと、今、話題になっております国立大

学の設置形態でありますとか、そういうことを互接担当する立場にあったわけでございますけれ

ども、たまたま最後の6ヵ月ほど、大学教員の任期制法案の担当をしておりましたこともあり、

先ほど慶伊先生がおっしゃられたエージェンシーでありますとか、行革会議における様々な議論

ということにつきましては、あまり内容を承知していないというわけでございます。したがいま

して、今日はまったくそうした役所の立場を離れて、いろいろなことをお話をすることになろう

かと思うわけでございます。

1997年7月、イギリスのデアリング・コミッティというのが最終報告を公表をいたしました。

これは 1年半位前から活動をしていた政府のロイヤル・コミッテイですけれども、超党派で設立

を決めた政府の諮問機関という位置づけでございます。サー・ロン・デアリングという役人OB

の方が委員長を務めて約l年半をかけて、 21世紀の高等教育のあり方を、関係団体からのヒアリ

ングや先進諸国の視察等を通じてまとめ上げたレポートということでございます。レポートだけ

で枚数が1200枚に達するという非常に大部な報告のようでございます。ょうでございます、とい

うことは、私は読んでいないということでございますけれども、たまたまインターネットを通じ

ましてサマリーだけは入手をいたしました。サマリーもページ数で50ページ近いものになってい

ます。それだけで一つの報告書のような形でございます。この報告書は、 HigherEducation in 

the Learning Society というタイトルがついております。イギリスは、かつてはUGCを通じ

て大学に対する財政支援をおこなっていたわけでございます。その頃の大学というのは、学位を

授与できる機関の数ということでいえば50とか、それ位の数だったと思うわけです。 UGCが政

府と大学の間にあってバッファー的な機能を果してきたわけでございます。これが、サッチャ一

政権下で、 UGCに対する補助金といいますか、政府の財政支出を1979-80年頃に大幅にカット

いたしました。それ以降、サッチャ一政権下で政府とファンデイング・エージェンシーと大学と

の三角関係というものが、従来の伝統的な位置づけをどんどん変質させていくということが、
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1980年代に起こるわけです。今までグラントということで、ある種、分け前的な発想、で、大学で

それを分けるというイメージがあったわけです。それをファンデイングという言葉に置き換えま

して、 UGCがUFCに変わったわけです。グラントという貰って当たり前の世界から、ファン

デイングというある種、政府と大学との契約関係みたいな、お互いにオブリゲーションといいま

すか、お金を貰う限りにおいてはオブリゲーションを負うという発想、がどんどん入ってきたのが

1980年代だったのではないだろうかと思います。地方教育当局の管轄下にありましたポリテク等

のパブリック・セクターの耳igherEducation Institutionを形式的に独立をさせて、国が直接

PCFCというファンデイング・カウンシルを通して財政支援をするというスタイルに変えたの

も1980年代の後半から90年代にかけての出来事でございます。さらに、パブリック・七クターの

耳igherEducat ion Inst i tut ion を大学に昇格させるというのが90年代に入ってからの出来事で

す。その結果、学位を授与できる高等教育機関は百数十に達しているというのが今のイギリスの

状況でございます。

この間に、 2000年までに同一年齢人口の 3分の lを高等教育機関に参入させるという目標が

1980年の後半にたてられて、確実に大学進学者数が増加をしております。しかし、厳しい経済状

況の下で、ファンデイングの方の規模は頭打ちになっているいうのがイギリスの状況でございま

す。地方教育当局の管轄下にあったパブリック・セクターの HigherEducation Institutionを

法人格を与えて独立させて国が直接財政支援を通してコントロールするというシステムがとられ

たわけです。これは、イギリスの場合にはマンパワーポリシーや科学技術政策というものをかな

り明確に打ち立てて、これを留が積極的にコントロールするという考え方をとった結果ではない

だろうかというふうに思います。特に、パブリック・セクターのポリテクなどは、いわゆるアプ

ライド・サイエンスであるとかテクノロジーの分野を担当しているケースが多いわけですから、

それらを亘接ファンデイングすることを通じてコントロールするという流れが一つあったのでは

ないだろうかというふうに思っております。

イギリスの場合には、大学生が実質的には全て給費奨学金をもらって、大学に進学するわけで

すから、高等教育人口を同一年齢の33%にするには、イギリスの行財政支出というものの制約が

あるわけです。そこで、当座ゃったことは、今までは生活費も込みでスチューデント・グラント

を出していた、生活費部分について、まずローンシステムを導入し、そのローンによる比率をど

んどん高めていったということが一つあろうかと患います。授業料部分のグラントについては、

これは給費寄りという形をとり続けたわけですが、そうすることも、もはや苦しくなってきたとい

うことでございます。そういう状況を踏まえて 21世紀にイギリスの高等教育をどうするかとい

うことから、先ほど申し上げたサー・ロン・デアリングを議長とするデアリング・コミッテイが

l年半ほど前に発足したということでございます。

我が留の政府の行革の議論には、しばしばこのイギリスの状況が紹介をされ、エージェンシー

などもイギリスの一つの所産という形で紹介をされているわけです。こと高等教育に関して言え

ば、必ずしも小さな政府ではなくて、政府の讃極的な関与というのをイギリスは行ってきたので

はないだろうかというふうに思うわけです。高等教育人口の増加に対しでも、途中まで順調に進
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みまして、進み過ぎたために簡単に2000年前に3割を越える勢いで高等教育の進学率が高まった

わけですけれども、その結果、ファンデイング・カウンシルを通じましてキャップ制といいます

か、それぞれ入学定員の上限といいますか、そういう制約をファンデイングの交換条件として課

すようになったりしました。そういう意味では、規模の拡大についても、政府がファンデイング

を通してコントロールするというふうな形にもなっていたわけです。そうした高等教育規模の抑

制という政策は、ついこの間選挙に破れた保守党の強い主張でとられてきたわけです。その背景

には、これ以上学生が増えて、それをまた給付帯Ijの奨学金で授業料の面倒をみる、また大学財政

のかなりの部分を補助金でカバーしていくことになれば、政府の財政を極めて圧迫をするという

ことから保守党が反対をしていたわけでございます。労働党や中道政党は、行きたい人が高等教

育機関に行けるようにすべきという政策を打ち出していたわけです。いずれにしてもネックにな

るのは財政問題ということです。

デアリング・コミッティも、高等教育財政をどうするかということがかなり大きな課題として

与えられていたわけです。きちんと読んだわけではありませんけれども、今回の報告の中で、授

業料をとる方向で従来の給付制の奨学金制度を大幅に見直す提案が行われているというふうに開

いておるところでございます。これも、ミーンテストを実施して給付帯IJの奨学金を与える階層と

いうものを限定をするということと、ローンシステムの導入に従いローンの返済については実際

に社会人になってから後の、税の徴収といいますか、社会保障費等の鍛収と同じようなシステム

の中で収入規模に応じて返済させていくというふうなプランが提案されているらしいということ

でございます。そうしたことがイギリスにおけます高等教育をめぐる情勢でございます。

今回、デアリング・コミッテイの報告の中から、高等教育をめぐる各関係者の相互依存関係と

いうチャートを仮訳をしてお配りしてございます。関係者という中で l番に出てくるのが社会や

納税者ということです。これは、政府が代表するといっ考え方です。貢献 (contri bu t i on) と便

援(benefi ts)という欄がございまして、それぞれ高等教育に対してどういう貢献や便益を受ける

かということをマトリックスにして整理してあったものです。社会や納税者が高等教育にどうい

う貢献をするかというと、適切な行財政支出ということと、安定的な高等教育財政とそのための

枠組みを確立をする。これに対して便益としては、高度な技能と}IJ真応性のある労働力を得るとい

うこと。それから、知識、経済を支える研究成果を期待できるということと、教養と柔軟性に富

む国民の育成が図られるということ。それから、倍々の利益に応じた高等教育コストの分担とい

ったようなことが benefitsの棟に書かれているわけです。次の利害関係者として学生、あるい

は卒業生がいるわけです。ここには、先ほども申し上げたように、授業料及び生活費に対する今

以上の経費負担ということを貢献の欄に記載をしてございます。また、学習のための時間と努力

というものも contributionの中に位置づけられております。これに対する benefitsとしては、

より拡大したシステムに参入する機会の増加でありますとか、進路選択のための情報とガイダン

スの充実、より質の高い学習経験、また、学習成果の適切な記述、そして、英国内、海外を通じ

て確立された厳格な学位、職業に就いた際の収入見合いの財政負担制度、パートタイム学習に対

するより適切な支援、アクセス・ファンドの拡充といったようなことが書かれております。アク
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セス・ファンドというのは、いわゆる伝統的な大学入学資格であるAレベルなどをもっていない

ノン・トラディショナルな層が高等教育機関にアクセスするための財政支援の仕組みということ

でございます。以下、高等教育機関でありますとか、教員、あるいはエンプロイヤ一、それから

学生の家族といったように、それぞれの利害関係者がそれぞれの contributionと benefi tsを

受けるということでマトリックスになっているわけです。 21世紀において、こうした相互依存

関係というのがますます強くなるというのが報告書の思想でございます。

日本もほぼ同じようなことが、これからの高等教育をめぐって出てくるといいますか、すでに

存在しているというべきかもしれません。そうした相互依存関係というものがますます緊密にな

っていくということがあるわけでございます。そうした中で、国立大学が現在どういう状況にあ

るかということでございます。政府において行革の議論が行われる中で、官民分担活動小委員会

というのが、政府の行政改革委員会の分科会として設けられております。民でできるものは民で

やるべし。官でやるのは民でできない部分だけをやるべしという、官民の活動の分担基準という

ものが昨年末に示されました。それに基づきまして、国立大学はなぜ、自立でなければならないか、

ということに答えるヒアリングの機会が与えられたわけでございます。その時に、毘立大学は一

体どういう役割を果しているかといつことを文部省として説明をしたわけです。

資料にありますようにア~エまでの4つの項目について説明をしたわけでございます。アとい

うのは、学術研究の推進と研究者の養成・確保において中核的な役割を担っておりますというこ

とです。これは、先ほど来、慶伊先生がおっしゃられたことと同じ主旨かと思うわけでございま

す。この中には、我が国の大学院の学生の6割が国立大学で学んでいるというようなことなども

含まれているわけでございます。 2番目は、専門分野構成や地域配置等を考慮した大学の均衡あ

る発展に大きな役割を果たしておりますということです。専門分野でいえば、理工系を中心にバ

ランスのある専門分野の構成、しかも全国的な地域配置を考恵、したバランスのある専門分野の均

衡ある発展ということに寄与しておりますというのが、 2番目の点です。これは、地方の国立大

学などは、正にこういう点において非常に大きな役割を果しているということです。 3番目の計

画的な人材養成等への安定的寄与ということでは、特に医学系でありますとか教員養成系の人材

養成について国立大学がかなりの規模を確保して、計画的に人材を養成しているということを述

べたものでございす。最後の、大学教育の機会均等につきましては、授業料を比較的安価に抑え

ることによって、いかなる学部、学科の進学についても、広く国民がアクセスできるような、そ

ういう役割を果してきているという主旨のことでございます。ただ、先ほどの問いかけにありま

す、そういったことは民でできないのかということです。特に、私立大学はこういうことはして

いませんか、こういう話になりますと説明が難しくなるという場面があるわけです。例えば、私

立大学で学術研究をやっていないかとか、私立大学がやっていない学術研究分野というのがある

のかということ。あるいは、大学院はたまたま今、国立が6割で私立が3割位、後は公立が2割

弱というふうな関係になっていますが、私立大学でも最近は大学院の充実ということをやってお

りまして、逆に私立でできることを留でやっているために圧迫しているのではないか、というふ

うな議論も出てくるわけです。専門分野構成とか地域配置等についても、国立大学の理工系や地
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方における比率が高いということですけれども、学生の実数でいきますと、必ずしもそうはなっ

ていない部分があります。そういうことを突かれますと非常に返答が難しくなるという面がある

わけです。計画的な人材養成も同じですし、逆に教員養成などはこれから実際に教員になる人が

少ないという問題も抱えているわけです。大学教育への機会均等につきましでも、確かに学生の

比率で、世帯の収入規模が一番低い層から国立大学に来ている割合が高いということではあるの

ですが、実数で見ますと私立大学の方が学生の数だけをみると一番低い収入愚から来ている人数

というのは国立大学よりも多いというふつなこともごさずいます。これらの 4つが、現在、国立大

学が果している中核的な役割であると、なかなかすっきりと言い切れないという部分がございま

す。このように官民活動の分担基準ということに照らした特に、国立大学が本当に必要なのかと

いう向いに明快に答えることが難しいという事情もございます。

ここで一つ議論になるのは、ある一つの国立大学がア~エまでの4つの役割を同じように担っ

ているかどうかということがございます。例えば、地域配置を考慮した大学の均衡ある発展で言

えることというのは、どちらかというと地方面立大学の話ではないかということですし、ウの計

画的な人材養成につきましては、教員養成系の大学、あるいは医科系の大学というものにある程

度、特化される役割でございます。国立大学と一言でいっても、今98ありますけれども、必ず

しもそれぞれ全て向じ役割を果しているというわけではございません。総体としてア~エまで書

いであるような役割を果しているということです。そうしますと、今後の国立大学を考えた時に、

ある程度それぞれの大学が実際に果している役割に応じた発展ということを考えていかないとい

けないのではないか。 98大学が全て同じ役割を担い同じ方向に発展していくということでは決し

てないわけです。そこには、それぞれの役割に応じた発展形態といいますか、あり方というもの

を考えていく必要が出てくるわけです。それぞれの立場から、それを国立でやる必要があるとい

う主張をしていかないといけなくなってきているのではないだろうかというふうに思うわけです。

さりながら、国立大学全体を見た時にどんな課題があるかということも考えておく必要があり

ます。一つ、よく言われるのは、人事会計について国の行政機構に共通した制度が適用されるた

めに非常に硬直的な面があるということです。定員をいただいて、その定員をどう配置するかと

いうことは大学に任せてほしい、大学がある程度裁量できるようにしてほしいということがある

わけです。会計制度にしても、いろいろな費目の制約なく自由に使いたい。同じ金額をもらうに

しても自由にと、そういうお話をよく聞くわけです。これをイギリスの場合に置き換えて考えて

みたいと思います。イギリスの大学財政といいますか、大学に対する財政的な支援の形態は、フ

ァンデイング・カウンシルを通して間接的に政府が関与しているスタイルをとっているわけで

す。イギリスは、非常に財政難の局面にあるわけでして、毎年、物価上昇率や人件費のアップ分

を確保できるような補助金を用意できないわけです。そこで行われているのは何らかの節約です。

これを、エブイシェンシー・ゲインというふうな言い方をしております。要するに、効率性を高

めることによって、少ないお金でも同じ効果を期待できる、そういうものをエブイシェンシー・

ゲインということによって、実質的な対前年度減を行っているのがイギリスです。日本の場合、

例えば、今年はこういうことを国立大学で積極的にやっていきたいということで、今までこうい
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うことにはお金が行っていなかったから、こういうことに新たにお金を使いたいというふうな説

明で予算をとるわけです。しかし、国から国立大学に一定額の資金が配分された後は、その使途

を大学が自由に決定できることになると、新たな事業をやりたいといった時にも、それを今のお

金の中でやればいいんじゃないでしょうかということにもなりかねないということです。人事に

つきましでも、例えば、 300人の教員の定員があると、それをどういう組織に配分してやってい

くかということについて大学が自由にできるということになりますと、こういう研究に何人必要

だから定員増を認めてほしいというふうなことも、非常に説得力をもって説明することが難しく

なるというような部分も出でくるのではないかというふうに思っておるわけです。

したがいまして、今回の国立大学の設置形態をめぐって、大学側に裁量権が与えられるという

点のみをもって、それを前向きに評価をすると、実際には今回の改革事態が国の厳しい行財政事

情という背景の元に展開される改革でありますから、かえって自らの首を絞めかねないという結

果になるのではないかということもあろうかと思います。もちろん、人事会計制度で改めるべき

点も多々あるわけです。旅費でも、外毘旅費と国内旅費に分かれているという仕組みが、今のよ

うに簡単に外国に行ける時代になってもなお続いているというふうなこと。あるいは、共同研究

をする場合にも、いったん相手の経費を国庫に入れた形をとって共同研究全体が国立大学の予算

で運営されているような仕組みをとるというふうなことなど、改める点は多々あるわけです。そ

うした点は、今回の改革の中で明らかにして進めていく必要があると思います。そのことが、直

ちに設置形態の議論に結びつくものではないと考えております。

それから、管理運営システムですが、これも学長のリーダーシップの問題が先ほどでておりま

したが、国立大学といいますか、我が国の大学の管理運営システムにつきましては、戦後に何度

か大学管理法案などの形で検討が行われて、日の目を見ないまま今日に至っているわけです。本

当に今のような国立大学の管理運営システムでいいのかどうかというふうなことは、この機会に

しっかりと議論をしておく必要があるだろうと思うわけです。それから、学生や社会に対するサ

ービスの改善ということなんですが、国立大学が果してきた役割が4つあげであるわけですが、

どうも教育サービスといいますか、学生に対する教育サービスについてもっと毘立大学が積極的

に取り組んでもいいのではないだろうかというふうに思います。一部では、私学の方が教育につ

いては、いろいろな工夫改善をして学生に対するサーどスと位置づけて、その充実をはかつてき

たという声もあるわけです。教育の質という点に着目をした国立大学の先進的、あるいは先導的

な取り組みというものが今後非常に重要になってくるのではないだろうかというふうに考えてお

るわけでございます。

面公私を通じて言える課題かもしれませんけれども、学生の成績評価といったこと一つをとり

ましでも、あまりシステマティックに行なわれていないのが実情ではないかと思うわけです。そ

の授業を担当する教員のオートノミーに全く委ねられているという部分があるのではないか。こ

の点、最近、イギリスでは非常に学生の成績評価というものを、もっとシステマティックにきち

んと管理していく必要があるという動きになってきております。これは、大学教育の質を維持向

上させていくという点からも、強く望まれる事柄です。といいますのも、先ほど申し上げました
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ように、ポリテクに昇搭するなどして、かつ高等教育人口が近年非常に拡大していく中で、今ま

でイギリスが誇りにしていた大学の教育の質というものが低下しているという懸念がありまし

て、その中で教育の質を維持向上させていくためのいろいろな検討というものがイギリスでは行

なわれているわけでございます。学生の成績評価につきましては、イギリスの場合、学部段階で

は卒業試験をやってその成績に基づいてファースト、アッパーセカンド、ローアセカンド、サー

ド、パスというふうな成績を明らかにした学位が授与されるわけです。それらの成績に信頼性を

持たせる仕組みとして学外試験委員制度というものがとられていたわけです。そうした学外試験

委員制度の見直しといったようなことも、今回のデアリング・コミッテイの報告に含まれており

ます。そういう学外試験委員制度が果していた役割の一つには、学生の成績評価というものを本

当に客観的公正に行なっているかどうかというチェックを行う、ということがあったわけです。

これが最近、イギリスでもモジュール寄りという、いわゆる日本の単位制に近いような仕組みも導

入されるに至りまして、個々の授業科目毎の成績評価というものをシステマティックに、かつ公

正に行なうことの必要性が認識されているということでございます。こうしたことにつきまして

は、いずれ日本でも課題になってくるのではないか。今は、個々の先生方に、学生の成績評価と

いうのは全権が委任されているわけです。そういう形が本当に今後も続いていくのかどうかとい

うことは疑問でございますし、むしろ穣極的に改善をしていくべきではないだろうかというふう

に思うわけでございます。その他、教育の質の向上のための先導的な取り組みというものを国立

大学問で連携協力をして推進していくということがあってもいいのではないかと思うわけです。

イギリスにはCVCPという大学の副学長の集まりがあります。これは、日本でいえば国大協的

なものではなし】かと思います。ここでは沢山の会費をとって、英国の大学をめぐるいろいろな課

題の解決に向けての研究とか活動が行なわれています。日本の回大協も、例えばの話ですけれど

も、学長裁量経費などから一定の金額を出し合って、もっと国立大学として顔が見えるような活

動を積極的に展開していく必要があるんではないかというふうに強く思うわけでざいます。

最後に、管理運営にかかる組織的な機能分担と統合ということでございます。これは、国立大

学における事務局と、学長、評議会、教授会などの間において管理運営に係る機能分担を明確に

していくとともに、全体として一体性をもった国立大学の管理運営を推進していく必要があるの

ではないかという意味で(2 )で取り上げております。いずれにいたしましでも、設置形態を抜

きにしましでも、現在の国立大学が直面している課題というものは非常に大きなものがあります。

これを21世紀に向けて改善をはかつていくということが大事だろうということでございます。国

立大学がそれぞれの役割というものを認識をして、その認識の基に新たな発展をとげていくとい

うことが、我が国の社会の発展にとって非常に大事なことだと思います。私は、私学を振興する

立場にあるわけでございますけれども、雷公私のバランスのとれた発展といいますか、それをは

かつていく必要があると思います。片方の足を引っ張ればいいということではないわけでござい

ます。しばしばそういう誘惑にかられる部分はありますが、いずれにしましでも、これだけ国公

私という多様な設置形態、がある我が国の高等教育制度を、この形でさらに発展させていくことが

現実的な対応策ではないかというふうに思っております。以上でございます。
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第29回公開研究会報告

行政改革の中での国立大学一知識社会へ向けた期待と展望-

大学改革の好機をとらえて
-Restructuring University in Hokkaido-

沖吉和祐(筑波技術短期大学部学長

-前北海道大学事務局長)

北海道大学は明治9年の設立で、日本で最初にパチエラーの称号を出した大学です。東大が明

治10年に発足しておりますので、 l年ほど早くスタートをしたことになります。当時はご案内の

通り、札幌農科学校という名称で、4年制の高等教育をを行っていました。東大は3年帝iJの高等教

育でしたので、第一期生が卒業した年は同じ明治13年ということになります。

1. 外圧を追い風に大学改革

現在、行政改革、財政構造改革、教育改革などいろいろな話題が出ておりますが、北海道大学

の中におきましては、まだそんなことが実際に起こるのかどうか疑問視しているといいますか、

中にはそんな動きがあるということに実感をもっていないという状況があるのではないかと感じ

ることカfあります。

今、大学にいろいろな風が吹いてきています。一つには、『時代の要請jという嵐があります。

すでに情報化とか国際化とか、あるいは高齢化という動きがあります。今、私どもの北海道大学

の中で大きな課題、時代の要請ととらえているのは、私達の生活を非常に便利にした近代科学技

術の発展の中で、とても大きな問題が発生しているのではないかということです。これまで縦型

の分野ごとにいろいろな科学技術が発展してきました。そういった中で、空間が非常に狭くなっ

てきている、あるいは、その元になる資源、エネルギーといったものが不足の状態になっている。

こうした状況で、社会が今後さらに発展するためには自然との共生、あるいは、伝統との調和と

いったものをどういったふうにするかという視点が非常に大きな課題になってきます。そこで、

大学が新しい科学技術の発展への寄与ということを考える中で、自然ゃ伝統といったものとの調

和をいかにするかということが一つの大きな課題があろうかと思います。

次に、北海道大学の場合は、特に『地域の期待jというものが大変大きいところです。北海道

は明治以降、国の政策によって開発が進められ今日に至っています。そういった点から、留に依

存する、あるいは、自立心に欠けるというところがあるとの指摘があります。今も北海道は、財

政的な面でみると l兆円以上の赤字財政です。これは、北海道開発庁等を通じて国が補填してい
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るわけです。そういう中で、今、『北海道は自立しようjという運動が大変活発になっています。

この動きについては、また、後ほどで改めて申し上げたいと思います。「自立しよう」という動

きの中で、知的な、あるいは知識レベルのセンターとして大学に対する期待には、非常に大きな

ものがあります。

もう一つ、最近、行政改革、財政改革、あるいは、教育改革が大きな政策課題となっています。

最近、これらの全国的な政策課題『政治的動向Jといったものが大学の中に入っており、これら

への対応は避けて通るわけにはいかない状況にあります。

また、高齢化が進み、成熟化社会といわれる今日、大学に対する地域の『人々のニーズ』、関

心というものが非常に多様化してきております。こういった動きに、これから大学はどう対応し

ていけばいいのか。これまで北海道大学では、大学をどのよっに改革していくかということに、

少々無関心でした。多分、北海道大学に限らず多くの大学の大多数の教官がこういったことにあ

まり関心をもたないまま教育研究を進めているのではないだろうか。こういうことについて、も

う少し大学内の皆で考えていくことが必要な時期にきているのではないだろうかと思います。

図1 大学への風
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2. 大学機能を見る授点の転換

私は、臨教審で最終答申をまとめる時、事務局におりました。私の担当は、 f生涯学習体系へ

の移行jということでした。今、大学改革を進める中で、地域住民のニーズを考えながらこれま

でと違った視点を入れてはどうかと考えております。従来考えられていた大学の機能というもの

を、この際、大学改革という中で見直すことを提案します。

2-1 生涯教育体系への位置づけ

大学の機能として、教育、研究、あるいは、先生方によっては研究教育というふうにとらえて

いらっしゃる方もあります。最近、特に教育面を重視しなくてはいけないということがよくいわ
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れております。そして、 3番呂の機能として、生涯学習、あるいは、地域への貢献が考えられて

います。今まで、教育と研究があって、そのおこぼれ的な感じとして生涯学習、地域への貢献と

いうものが考えられていたように思います。ここで生涯学習ということを、わかりやすくもう一

回整理しておきましょう。

生涯学習には、「生涯にわたって」といういう観点と、「何度も」という観点がありますo Iい

つでも、どこでも、誰でもJこの言葉はよく市役所の壁、あるいは垂れ幕などで見られるキャッ

チフレーズです。最近よく言われるのが、「いつからでもJ、「何回でもjということです。上の

3つについては、 Lifelong education 、あるいは、 Lifelong learni培、Life long studyな

どといわれています。下の方がリカレント・エデュケーションRecurentEducat ionということに

なります。

ここまではこれまでもよく言われててきたことと思うのですが、これから生涯学習というもの

を考える時には、一人一人の問題としてだけではなくて、皆と一緒に何かをするということに意

義が生まれてくるといえます。さらに広げれば、新しいネットワークづくりにつながってくるわ

けです。そして、加入者が多ければ多い程、ネットワークの効果は大きくなります。そして、特

に大切になってくるのは、学習の成果を社会の中に、あるいは、生活の中に生かしていく視点を

どうするかというのが生涯学習の課題であろうというふうに思います。学習成果が社会に生かさ

れたその結果として、一人一人の生きがいとか幸せというものにつながり、あるいは、社会的に

は、豊かな社会、地域の新しい文化の創造、住みよい地域社会ということにつながっていくとい

ったことを、これからの大学は念頭におくべきではないか。高度な学術研究、先端的な学術研究、

世界をリードする人材の養成というものはもちろん必要ですが、最終的には国民一人一人の生き

がいとか、社会全体の豊かな文化づくりということにつながっていくことを考えいく必要がある

だろうと思います。そういった点からみますと、今まで大学というのは高等教育機関だというこ

とがいわれてきて、生涯学習機関だという主張をする人は少なかったのではないでしょうか。こ

の際、大学の改革を考える持に新しい発想、を取り入れて、生涯学習体系の一つの大きな柱として

大学をとらえる必要があるのではないかと考えています。

2-2 黍霞的、水平的視点からみた生涯学習機能

生涯学習といいますと、第一に、いつでも、どこでも、誰でも、いつからでも、自分のやりた

い学習、スポーツ、芸術などを体験できる場をいかに準備していくか、そっいったチャンスをど

のように与えるか、第2に、生涯にわたって学習する能力、資質といった生涯学習の基礎基本を

いかに培っていくか。そして、第3に、そういった学習成果を社会の中でしサ、に生かしていくか。

これが、生涯学習を考える時の3つの観点でしょう。

大学の機能を、人々の生涯にわたった垂直的な視点からみれば、小さい子どもからお年寄りま

で、発達段階に応じた学習の場として、大学をとらえていくことができるのではないでしょうか。

まず、小さい子どもにとっては、大学のキャンパスは、まさに自分の住まいの近くにある広い

遊び、の場になります。最近、中学生、高校生に対して科学教室を開く、あるいは、スポーツ教室
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を開く。そういった形で大学を身近な存在として、大学を地域と一体化していくという動きがあ

ります。青年にとっては、大学教育は、社会人として世の中に出るための高度な基礎的学習能力

を養成する場としてとらえる必要があると思います。また、社会に出た後でもう一回勉強しよう

という時、大学は、リカレント・スタデイの場として最も有効に活用できます。さらに、幅広い

年齢層に対して豊かな教養を与えるとか、あるいは、大学のキャンパスを休息の場、休養の場と

して提供していくことができます。

そして、これから大学が考えていかなければならないのは、生活上の経験、職業上の経験など

を含めた様々な経験を、あるいは学習の成果というものを大学の中で発揮できる場を準備してい

く、皆さんの経験を提供していただけるような体制をつくっていくということが、これから大学

の大きな課題であろうと思います。

図2 生涯学習の授点からみた大学の垂直的機能
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ある時点を捉えて水平的視点から生涯学習機能を見ると、大学はまさに教育の場であり、研究

の場であり、広いキャンパスを使った安らぎの場になります。子どもから若い学生、社会人学生、

企業等の研究者、あるいは何か勉強して新しい教養を求める人々、そういった人々の教育、研究、

交流の場として大学が機能していくことが求められているように思います。

図3 生涯学習の視点からみた大学の水平的機能
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2-3 大学と地域の関係

従来の大学と地域との関係をみますと、各大学のちょっと余ったものを地域にお返しをすると

いう感覚でした。大学の地域への貢献というと、公開講座を開くとか施設の使用を認めるといっ

たことが中心に行なわれてきました。最近では、社会人の入学の枠を広げていこうとか、リカレ

ント教育、リフレッシュ教育という形であるいは、社会人を研究等の形で参加していただくとい

うようなことがあります。これらはあくまでもこれまで考えられていた大学の、教育、研究に支

障のない範囲で行なわれてきたわけです。施設の利用が一番典型的です。学校施設は、学校教育

法にも、社会教育法にも、学校教育に支障のない限り地域の利用に供することができるというよ

うな形で規定されてあります。

そうではなくて学校施設は、本来地域の共有財産なのです。施設だけでなく、人材、あるいは、

資料、情報といったことを含めて、大学というのは地域から独立した機関ではなくて、積援的に

地域の中に入っていく、そして大学問同士が連携しながら地域と一緒になって活動を進めていく

ということを、これから本気で考えていく必要があると思います。

地域の中の機関、地域の構成者として、大学は地域の発展に貢献し、一方、大学l土地域の信頼

と支えにより存続していくのではないでしょうか。

図4 大学と地域の関係
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3. 大学の改革

3-1 国立立大学の特性

国立大学というのは、『継続的で長期的な教育、研究を実施する場jである。そういった中で

学術研究を推進し、研究者の養成を図っていく。それから、計画的な人材養成を図ってし 1く。地

域的な配置等に考慮する。こういったことが行なわれています。特に、従来の国立大学の役割と

いうのは、おしなべてこうだったんだろうと思います。

しかし、大学によって、それぞれ果たす性格が違うということがあります。今までの国立大学

が果してきた機能と、これから毘立大学が果たすべき機能は、同じでいいのかどうかという点を

考えていく必要があるのではないか。これまでも、国立大学の特性として、各大学の『自立性の

下での教育、研究jが行なわれてきました。

そのための『人事・会計上の特例jが認められてきたのですが、本当に自立性とか大学の自治

とし寸大義の下に、各大学は、それに相応しい教育、研究を実践してきているかどうかという点

を自ら反省する必要があります。各大学の特性を発揮するための会計上、あるいは、人事上の特

例というのは今あるままでいいのだろうか。これは、設置形態が変わる、変わらないに関わらず

ここで考えておく必要があると思います。実は、先ほどの生涯学習体系の一環として大学を考え

ていこうというお話をし、いま、国立大学の特性というお話をしておりますが、これは、私立大

学においても向じような考え方ができると思います。そういった意味で、これからお話すること

については、国立大学ということだけではなくて、私立大学を含めてどうあるべきかということ

を一緒に考えていただければというふうに思います。

3-2 北大の特徴

ここで、北海道大学では、具体的に今どんなことを今進めようとしているのかという点につい

てお話しておきたいと思います。もちろん北海道大学だけでなくて、他の大学でも様々な努力を

されていると思いますが。

北海道大学で特徴的な言葉が3つあります。

第lは、 BeAnb i t i ousで、すO クラークが明治9年に札幌にまいりまして、 8カ月間ほど札幌農

学校の教頭としての職務を果たしました。クラーク自身はどうも教頭ではなくて学長だったとい

うふうに思っていたようで、学長という形で挨拶などをしております。クラークは、 8カ月の間

に、非常に貴重なことを行ないました。そして、離任する時に、今の北広島市にある下松という

駅まで学生に送られています。その時、ボーイズ・ピー・アンピシャス、ライク・ディス・オー

ルドマンといっています。最近は、ライク・ディス・オールドマンという部分は忘れられており

ますが、この老人のように野望をもてというようなことをいったわけです。彼は、マサチューセ

ツツ農科大学の学長の鞍を一時休んで札幌農学校にやってきました。年寄りの私だってこんな野

望をもち、実行した。若い皆は、私以上に野望をもち、大志を抱いて生活、学問をするようにと

言ったのだと患います。今、北海道大学は、 BeAnbi tiousということで、「新しいものへの挑戦
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をjということを考えております。その一つは、大学院の重点化などを通じた、新しい分野の開

拓です。従来の縦型の狭い分野での研究に止まるのではなく、学問領域を越えた、そして地球と

の共生が図れるよつな新しい学術研究を推進してくことが一つの呂標になっています。

第 2に、 BeGen t 1 emanがあります。これは札幌農学校の校則の原案が提案された時、クラーク

が、そんな細かいものはいらない、唯一 BeGen t 1 emanで良いと言ったと伝えられております。

それ以来、 Be Gen t 1 emanが北海道大学の一つの目標になっております。 BeGentlemanという

のは「お人好しの人間(紳士)Jということではなく、何か事があった時にはハッキリと「ノーと

言える人間jになってほしいというのが、クラークの希望だったようです。今、大学の中に求め

られているのは、先ほど申し上げましたょっに、最先端、あるいは、時代をリードする学術研究

と合わせて、世の中で皆と協諒して生きていけるしっかりとしたモラルをもった人関、あるいは、

自然、とか文化といったものと節度のある共立をはかれる基礎的な能力をもった人間をつくってい

く。そういった意味で、最近は重視されている教養教育の中で、北海道大学にふさわしい骨のあ

る教養人を育成していくことを自指しています。

第3が、 With Charity for Allです。これはリンカーンの言葉です。皆と仲良くとか、全て

の人に愛をなどと訳されています。大学の中における高度の研究、広い教養とあわせて、大学の

中の全ての学術研究、教育というのは学内はもちろん、地域の人々と一緒に共有していこうとい

うことを北海道大学の目標としています。

くこ::> vv 

図5 北大の特徴
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この3つに至る背景として、北海道がもっている北方という地域性をうまく活かしていきたい。

北海道大学のもっている歴史を継承していこう。そして、外部の良いものについては簿践するこ

となく受け入れていく。北海道大学としてはこういうことを通じて世界に通用する情報を発信す

るということと合わせて、地域の発展、北海道の自立にいかに貢献していくかということが大切

ではないかというふうに思っております。

3-3 北大の改革

与3-1 自立性の確立

行政改革、あるいは、財政構造改革を実行するということが現在いろいろと言われております

が、大学の中でも、管理運営面での改革を進めています。

第lに、効果的、効率的な大学の運営体制、責任ある自律性の確立という観点から 3つの視点

をもちながら改革を進めております。その視点は、「総長のリーダーシップム「効果的な意思決

定システムム「評価と改善システムjです。現在、北海道大学には、総長の下に副学長が2人、

総長補佐が9名(定員10人 注:現在は10人体制)おります。大学全体の方針は、最終的には総長

が決めるわけですが、総長、副学長、図書館長、事務局長で構成される総長会議が毎週一回開か

れ、大学運営の基本的なことがらや全学的な重要事項の対応方策を話し合っております。この総

長会議は、総長の意思決定をサポートする、共同で、意思決定に参加する、あるいは、意思決定を

検証(再確認)するような役割をはたしています。また、総長補佐と事務局の部長以上を加えたメ

ンバーで、毎週総長補佐会議を開いております。他の大学の総長補佐と若干違っところは、学内に

ある委員会に総長補佐が自由に参加できるということです。補佐には、総長と教員の間の調整、

連絡、橋渡し役になっていただくとともに、特定のテーマについてそれぞれの補佐に役割を分担

していただいております。こういったことを通じて総長がいろいろな意思決定をする上での参考

となるような学内の状況を把握する、あるいは、総長の考えや新しい提言を学内に伝えるとなど

総長のリーダーシップを円滑に発揮できるよう総長補佐が機能しています。情報のボトムアップ、

意思決定のトップダウンという垂直的関係を水平化するものと捉えても良いでしょう。

2番目の効果的な意思決定システムについてお話ししましょう。現在、北海道大学の中には大

小100位の委員会があります。中には数年来関かれていないような委員会もあるわけです。今、

この委員会の見直しと、事務局の事務組織の見直しを並行して行なっております。委員会につい

ては、性格により、企画、施設環境、学生、研究、情報、交流など大きく 6つ程度にまとめる方

向で検討を進めています。また、最高議決機関である評議会、全学的審議の中心になっている部

局長連絡会議そして各種委員会の関係や性格の見査しも行っています。部局長連絡会議の中に調

整委員会のようなものをつくって全学的な調整機能を部局長会議にもたせてはといったことの検

討も進めております。事務組織も教務・学生生活、契約事務、研究協力などの横断的で効率的な

体制により、教宮、学生、地域等に対するサーピスの向上を図ろうと考えています。

3番目に評価の問題です。最近、各大学で自己点検、自己評価をさらに発展させて、第三者評

価、外部評価が行われるようになっています。北海道大学では平成4年度から外部評価を始めま
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した。授業に対する評価に学生の参加を求めるということも早くから始めた大学です。大学全体

の点検評価については平成4年から始まって、昨年度で一通り全項目について終わりました。今

年度からは特定テーマについて点検評儲を進めることになり、今、共同研究についての点検評価

と学業成績評価に関する点検評価とを行っています。その一環として、学生、教官に対するアン

ケートを含めながら評価システムの確立と、実際の評価を行なう作業を進めているところです。

それと合わせて、これまで評価はしたけれども実際の改善に結びついていないという問題があり

ました。そこで今、評価をいかに実施に移すかという具体的なシステムについても検討を進めて

いるところです。

3-2-2 資源の有効活用

第2に、資源の有効活用です。

資源の有効活用ということは、行政改革、財政構造改革といわれる中で、国費を節約しようと

いう考えが一つあると思います。いま一つは、私立大学を含めて、大学というものが自分がもっ

ている資源を独占しすぎているのではなし Eかということです。大学のもっている資源をもっと地

域の中にちゃんと提供する。大学が地域の方から資源を提供してもらっている場合もあるわけで

すから、大学の資源は地域の共有財産だという観点からもっとうまく使う必要があります。そう

しておけば、国立大学に対する行政上、財政上の非難はここまでこなかったのではないだろうか

という気がします。こういった時期をとらえて、大学と地域の間の壁をもっと低くする、フェン

スのない関係をつくっていく必要があるというふうに患います。

その一つは、人的な資源の流動化ということです。すでに各大学でも任期制などを含めて、外

部の優れた、特徴ある人材をいかに大学の中に取り入れていくかとの検討の動きがあります。も

ちろん、大学から教員等の人材が外に出ていくもの、外から大学に協力していただくというもの

を含めて考えていく必要があります。しかも、人的資源、の流動化というのは、現職の教官だけの

問題ではありませんo OBになった名誉教授であるとか、地域の人々にボランティア的な形で大

学の中で活躍していただく場というものをつくっていくということが大切です。特に、これから

高齢化が進む社会の中において、長年大学で、研究、教育をされた方々が成果の整理をしながら、

若い学生に対して自分の経験を生かした教養教育を担当していただけるようなチャンスができれ

ば非常にいいのではないかと思います。

次に資料、情報の共有化。学術資料、学術標本を中心にして考えてみると、日本の学術標本の

かなりの部分は大学がもっているのではないかと思います。博物館協会の調査によれば、全国の

博物館が保存している自然科学系の標本はまだ l千万点に至っていません。今、北海道大学がも

っている標本は、 450万点であります。ということは、大学全部合わせれば大変な数になると

思います。この標本が本当に生かされているのかどうか。大部分は死蔵されている。しかも、そ

れらは、採集した先生が大学を辞められる時には置き場所に図るわけです。特に、最近は大学院

の重点化等が進んでくると、資料を納めるようなスペースが狭くなってきたということで、非常

に貴重なものが海外の持物館に寄贈され、そういうことが新聞記事になったりしています。大学
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としては、こういったものをしっかりと保存し、そLて地域の皆さん方に使っていただけるよう

な体制をつくっていく必要があるのではないかと思います。

第3には、大学のもつ広大なフィールドの活用ということです。全国の国公私立を含めた大学、

それから、幼稚園、小学校から専門学校まで含めると 35万ヘクタール位の土地を学校がもって

います。その内で国立大学のもっている土地が 12 万ヘクタールです。全体の 3~4 割位です。

実は北海道大学はその内の6万ヘクタールをもっています。国立大学の半分以上です。この広大

なフィールドを住民と一緒に使うということが大切だろうと思います。 北海道大学のキャンパス

には、市民や観光客がたくさん来て楽しんでおります。昼休みには芝生のよでお弁当を食べると

か、子どもたちが水辺で遊んでいる光景が見られます。大学の中の図書館なども最近は地域に使

っていただくような体制もできておりますが、大学全体にわたって、もっている敷地、施設、設

備といったものを地域の方々と共有化をしていくという考え方をとる必要があると思います。こ

ういった体制をとるということも含めて、今、大学の中で組織の再編成を進めております。

与3-3 組織の再編成

1つは、横断的なオフライン組織化です。どこの大学でも最近大学院の整備が進められていま

す。その大学院、研究科の構造はどうなっているのかを見ると、大部分が学部の上にそのまま乗

っかっています。縦型の組織が多いわけです。最近では、学部を越えた独立研究科であるとか、

2つの学部を合わせた融合型の研究科も増えていますが、まだ少ないと思います。領域を越えた

研究科関の協力、さらに、領域を越えた新しい研究科の創設など、オフラインの発想が必要です。

いま、北海道大学では、学部付属の施設の全面見直しをし、新しい横断型の組織に変えていこ

うという試みをしております。 1つは演習林です。広大なフィールドをもっています。北大が保

有する 6万ヘクタールの内の約9割は演習林です。これを北海道大学だけで使うのではなくて地

域の人に使っていただく。それから、全国の研究者、全国の自然教育の中で活用していこうとい

うことです。今、北海道大学の演習林については、専門家に相談をしながら、全国共同利用施設

に変えていこうという考えがあります。陸の演習林だけでなく、海の実習船についても、北太平

洋の総合研究、自然との触れ合いという面で、有効に使っていくための新しい試みを進めてみた

い。大きなハードルがありますけれども、ぜひ実現したいと思っています。博物館も、資料、標

本ということを通じた横断的な組織として整備していきたいと患っております。

また、現在の高度i育報化のもつメリットを活かして事務、教育、研究の集中化、効率化をはか

る努力をしています。事務でいいますと、集中化、一元化というと、中央の組織、本部組織をし

っかりさせるため、人員が増加していくと考えられがちですが、できる限り本部組織はスリムに

して、'情報化による集中ということと合わせて、徹底した分散化を図っていくことが大切だろう

と思っています。いろいろな事務については末端で処理したものが中関の組織をパスして中央に

集まってきて、中央でそれを整理するという形で事務の効率化をはかっていきたいと考えており

ます。これは事務処理の情報化ということだけではなく、本部から個々の研究室に至るまでが矯

報の共有化を通して、ひとつのネットワーク組織を形成することを意味しています。
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3番呂に、組織再編を進める上で、一番大きい課題といえば、地域、あるいは、大学外との連

携をいかにするかといつことです。地域との協力のセンターとして、北海道大学では先端科学技

術共同研究センターが設置されました。また、北海道の産学官が共同研究を推進する拠点として、

フイージョン・センター構想、の実現に向けて準備を進めています。(注:平成10年に設置)こう

いったものができるのを機会に、ぜひ地域との研究協力、あるいは、教育協力ができるような横

断型のしっかりした組織をつくっていきたいと考えているところです。大学と地域がそれぞれの

独自性を保ちつつ、その連携・一体化が可能になるでしょう。

4.ユニークな試みの展開

地域との関係というところで、他の大学にない新しい試みがありますので、ご紹介しておきま

す。

4-1 産業界の協力

まず、北大アンピシャス・ファンドという組織です。北海道大学の中にあるいろいろな研究施

設、研究科などで研究開発されたものを先端科学技梼共同研究センターで取りまとめをして、そ

の中で事業化できそうなものについては投資事業組合であるアンピシャスファンドで支援してい

く。専門家遠の指導を得ながら、準備段階、研究開発段階、そして事業化の段階へと進めていく。

実際に事業として成り立つ成長期にはさらに民間から資金(ベンチャー・キャピタル)を導入し

て、それを発展させようということです。これは、まだできたばかりのファンドです。今年度は、

院生が責任者となったコンピュータ・グラフイツクの関係の事業を進めようとしています。
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図6 北大アンピシャスファンド イメージ図

(注)
※クリエイティブ協:王子成7年度に北海道通産局が設立した道内新線事業支援者の連絡協議会で、北海道等の行政機関、公設試験研究機様、

北海道経済連合会等の箆体及び金産宣告豊島喜等49機関わt参加している。
正式名称!ま[クリヱイティブ北海道推進協議会j。

※21フォーラムー平成8年度に、北海道大学先端科学技術共同センターの業務を支援するために設立された外部団体による連絡協議会。
道営会議権成員としては、北大、通算局、北海道、札幌市、北東公媛、北海道経済連合会。

正式名称iまf21世紀霊祭主基盤フォーラム'96Jo
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北海道はこれまで国の支援がとても大きかったが、これからは、自立していこうという動きが

地元の企業の間で、最近活発になっております。財界の間でつくられた北海道産業クラスター研

究会もその一つです。財界の関でつくられております。図7は、クラスター研究会が今までの北

海道の現状をまとめたものです。

畠主財療
の増加

図7 北海道産業の現状とクラスターの創造

持組0.)弱いつながり土j

SJ 
嘩

A 度重量

焦点のない

ハードインフラ
(空港・港湾・道路等)

|速い市場・騒客 1 

行政制度，税制，教事専制度

主主業:問の協働促進

産業の競争条件の整備

産業をとりまく環境の改普

A産業クラスター

行政制度費税制，教事軍制度
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ここにあるように、業種間のつながりは弱い。 産業をとりまく環境をみると、閉ざされた大学

の教育研究、焦点のないハード・インフラ、遠い市場、やや良好な都市・生活環境ということに

なります。全体としては強力な国の財政支援、地域収支は入]也、そして頭脳は流出するという関

係にある現状を、この際、新しい形に変えようじゃないかという提案がされております。まず、

良好な産業の環境基盤として、関かれた大学に、ピジネスを生むハード・インフラを、そして身

近にいる厳しい市場・顧客、さらに人材を魅了する都市-生活環境をつくっていこうということ

です。そうすることにより留から自立した自主財源を増加し、域際収支を改善し、交流入口の増、

人材の流入を進め、北海道の自立-クラスターの創造を図ろうという構想です。その具体策の第

一歩として、先程お話しましたフイージョンセンターを北大キャンパスに設置しようとの計画が

検討されています。これは非常に面白い発想だと思います。注意しなければし刈?ないのは、今ま

での 20世紀的な発想、で先端科学技術をそのままもってくるのではなくて、北海道の地域特性を

発揮するということでしょう。北海道ということから見て、最終的には食料ということを中心の

一つに据えるというのが発展の基礎ではないかと私は思っております。

4-2 キャンパスの整備

次に、大学の中の動きです。今、大学キャンパスの再整備を進めるための検討を進めておりま

す。図 8のとおり札幌キャンパスを 2つの中心軸そして 3つのゾーンに大きく分けて整備しよう

というマスタープランを考えております。南アカデミック・ゾーンは、札幌農科大学から!日帝屈

大学時代に使っていた地域、創設雲寺明期のゾーンです。古い建物を生かしながら新しい発展を備

えていこうというゾーンです。中央アカデミック・ゾーンは、帝国大学から現在に至る間に発展

した地域です。北アカデミック・ゾーンは、第二農場になっているところです。これは、大学全

体でこれからの発展のために使っていきます。このゾーンだけで32ヘクタールあります。ここ

は、 21世紀の新しい展開期に活用するゾーンで、将来的には研究ピレッジにしたいと考えてい

ます。

この計画のユニークなところは、キャンパスの自然、創成を大きな視点として捉えていることです。

札幌市等の都市計画との整合性をも図りつつ、キャンパスを南北に貫くサクシュコトニ}1)の再生、

リスやカッコウの棲む森づくり、フェンスに代わるグリーンベルトの造成、新しいシンボルとな

る第2ポフ。ラ並木や平成エルムの森の創造などを中心に、キャンパスの環境整備を進めようとし

ています。
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4-3 ユニパーシティ@ミュージアム

もう一つの特徴は、博物館の講想です。博物館の創設を通して大学改革、新しい大学づくり意

識改革の一つの突破口にしたいと思っております。学術資料・標本を通じて大学の中のあらゆる

施設とネットワークを組む、そして、北海道地域のネットワークのセンターなるという形で進め

たい。この構想は、すでに道内の各自治体からも、こういった形でやっていきたいということで

賛同を得ております。自治体の方からみると、北海道大学をサテライトとして使っていただく。

北海道大学は、他の大学、他の施設をサテライトとして使うという棺関関係をつくっていきたい

と患っております。即ち、互いに相手を必要とするサービスの双方向性と対称性を前提とするネ

ットワークを形成するといつことになります。

この北海道大学の総合博物館、ユニバーシティ・ミュージアムのキャチフレーズの第ーは、

『大学全部博物館jということです。大学の全キャンパスを博物館として捉えていこうというこ

とであります。総合博物館だけが博物館なのではなくて、演習林も、臨海実験場も、地震火山観

測研究センターも、各研究科も、各学部も全て博物館という観点です。したがって、札幌のキャ

ンパスも全体が博物館ということです。これは、植物園、自然、公園のつもりで整備しようという

ことです。そして、北大のもっている資源は、北大だけのものではなくて f公共財Jなんだとい

うことになります。 450万点の標本があると先ほど申し上げましたが、この中に装置等いろいろ

なものを含めれば、さらに数限りないものになってまいります。これを、北大だけのものではな

くて、地域の公共財として使っていこうということです。

それから、逆に、地域の中で貴重な標本、資料、装置といったものが段々にストックできなく

なっています。特に明治以降の近代化を支えたいろいろな資料、近代化遺産とよばれますが、そ

ういったものは時代の変化とともに保存が難しい状況になっています。ぜひ、『地域全体のスト

ックハウスjとしても機能したい。そして、博物錯ということを通じて、地域の『ネットワーク

の拠点jにします。もう一つ大切なことは、博物館の運営は、博物館の教職員だけがするのでは

なくて、 f全員で博物館運営jを行うという考えです。これは、大学の全教職員で運営するとい

うことだけではありません。地域の人々にも博物館の職員だという気持ちで参加していただこう。

国立大学は、毘民の大学だという形で運営を進めていくことによって、現在の国立大学の意義と

いうものを皆に理解していただけるのではないだろうかというふうに思っております。ユニバー

シティ・ミュージアム=総合博物館の必要性、設置の緊急性については図をご覧ください。
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函9 博物館の設霊の緊急性

~警報の提供
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教青蕗

実証的数寄 ソフ

5.北海道のユニパーシティ・システム

、
¥ 

連濁社会

-・-
--

/ 

最後に一つ、北海道ユニバーシティ・システムについてお話しします。これは、結果的に行革

につながるかもしれません。北海道にある国立大学を一つの総合体として運営してようというこ

とです。一度にはいきませんが、北海道にある 7つの毘立大学を一体的に運用していく検討を進

めています。そして、公立大学や私立大学とも幅広い連携を図っていこうということです。北大

以外の国立大学は全て単科大学です。北海道では私立大学、公立大学も総合大学は少ない、ほと

んどが単科大学です。これから、新しい学術研究・教育を展開するためには、北海道の中にある

全ての大学が協力することが必要だ、ということです。ぜひ、これは進めていきたい。できれば、

こういった形が全面の大学でできればいいのでしょうけれども、非常に困難な点があります。北

海道でまず、パイロット的な事柄として、一つ考えてみたいと思っております。

地域とは、しなやかな協力、企業とは効率的な協同、住民とは優しい関係ということで、ぜひ、

北海道の高等教育機関が一つになって地域の中で、共に育っていきたいといつのが、私たちの希望

であります。
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図10 北海道ユニバーシティ・システム
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現在、行政改革、財政構造改革、教育改革が進んでおりますが、そういった中で国立大学が生

き残っていくために、もっと元気な大学になるために、国立大学として存立意義を高めていく。

そのために考えなければならないのは何か。可能な限りスリム化をするなかで、教育、研究機能

を高める。学内の教官、学生に対するサーピスを高めるということはもちろん大事ですが、地域

に対する貢献をいかにするかということが国立大学としての使命を果していくための大切なキー

ポイントではないだろうかと思っております。

そのためには、大学内の協力、大学問の連携、地域との一体化、ネットワーク化が必要です。

まだ、実現するには道はいろいろありますけれども、何とか舵が変わるように、 21世紀に向かう

道筋をつけたい。社会状況は厳しいけれど、 これを好機ととらえて、大学改革を進めていく。こ

れが北海道大学が進めている大学改革の状況であります。
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第29回公開研究会報告

行政改革の中で、の国立大学一知識社会へ向けた期待と展望一

マインドセットの変更を

一変化のスピードに対応するための「産jの助言-

池上徹彦 (NTTアドバンステクノロジ一代表取締役社長

現在、会津大学副学長)

ご紹介いただきました池上でこざいます。 今日は、午前中に、「国際的に通用するエンジニ

ア教育を検討する委員会jが発足いたしました。工学教育の新しい見査しということです。グロ

ーバjレ化の中で、工学部の卒業者とアクレディテーション、国際資格を与えるようにしたいとい

うことです。今まで日本では、そういう発想はなかったわけです。企業サイドでいいますと、品

質保証の IS 09000というものがございます。当初は、日本は品質については世界ーだからそん

なことはやる必要がないと消極的でした。しかし、やはり大きな国際化の中で、今や企業は 1S 

09000を導入しているというのを、誇りに思うようになりました。似たような話が大学にもあっ

て、日本の工学教育は世界に冠たるものだというふうに患っている。国際という中では、やはり

それだけでは通用しないわけであります。新しい海外とのインターフェースをとっていかなけれ

ばならない。そういうような委員会が午前中ありました。

私の話は、ある意味では、教育の現場ということではなくて、あえて教育の現場からはなれた

産業界の側からいろいろ意見をいわせていただこう。こんな主旨で今自はお話をしたいと思いま

す。結論からいうと、人がかわらなければいけない。つまり、マインドセットの変更をというこ

とです。マインドセットというのは、あまり日本では使いません。アメリカでは1990年代の初め

に、よくこの言葉が使われました。マインドセットというのは、思い込みです。いい意味でいい

ますと、皆さんが共通にもっている認識ということになるわけです。 90年代に入って問題になっ

たのは、むしろ思い違いといったような悪い意味で、使っています。企業が変わる時にはマインド

セットを変えていかなければいけないということをアメリカの企業の連中が盛んにいっていたわ

けです。ところが、最近そういうことをいわなくなりました。それはどういうことかといいます

と、企業のトップがどんどん変わっていってしまったからです。一つの企業のトップが、全く関

係ない企業から社長を呼ぶということをやっています。マインドセットの変更といっている時は、

先ほどのお話の流れでいいますと、北海道大学をそのまま残したとすると、大学の内容を変える

には、構成員のマインドセットを変えていかなければいけないだろうということなんです。もし、

北海道大学を全く変えてしまうとすれば、上が変わってしまうわけですから、下が変わる変わら

ないという議論は全く出てこないわけで、変われぬ人は首、これが米企業の現状です。そこまで

過激にやらないとすれば、マインドセットを積極的に変えていかなければいけない。なぜ、変え
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ていかなければいけないか。理由は、変化のスピードに対応するためです。変化については誰で

も賛成します。今、一番問題なのはスピード感覚なんです。ある人は100キロだといっているし、

ある人は20キロだといい、ある人は50キロだというわけです。ですから、今、問題なのは、変化

をする、しないという話ではありません。スピードをどう感じ、どういうふうに対処していくか

ということが一番大きな問題ではないかと思います。

まず、日本の産業界の現状ですが、非常に厳しい状況にあります。日本全体にしましでも厳し

い状況にあるということは、皆さんご案内の通りです。日経新-関が平成10年の元旦から特集して

おりました2020年からの警鐘というコラムがございました。最近、それが単行本になりまして出

ていました。私が見た中では、スキャンダラスではなく、ょくできた内容だというふうに思って

おります。いずれにしても、その中でいわれておりますのは、日本は世界から孤立する可能性が

ある。同時に、日本の中の一人一人の人間も、高齢化ということを考えていると思うのですが、

孤立化する。当然、日経ですから、言い方は提案的で、行財政改革をすればこれはまだまだ手遅

れではないという論調ではあります。日本の産業界は、非常にうまくいっていた。しかし実体は、

産業界はその日暮らしをやっているわけです。これはNTTも同じです。アメリカの場合ですと、

クォーター毎というふうにいうわけです。日本の場合でも、年単位。その年度の最後の経常収支

と利益がどうなるかというところで、全て話が組み上がっているわけで、長期的な見通しにたっ

て何かやるというのは、私を含め社長は治好よくそういう話をしますけれどもその根拠はリスク

がいっぱいです。ですから、今は非常にうまくいっているというのは、あくまでも今であり、明

日、明後日につきましては、実は企業の人というのは残念ながらそういつことをほとんど考えて

いない。そうすると、外の評価はどうなっているのか。これは、ニューズウィークに出た国際競

争力の表です。この表によれば、お前のボスは将来はシンガポール人になるよというような書き

方なんです。実は、国際競争力の比較については、いろいろなソースがあるわけです。これ(図

1 )は、スイスのある機関が評価したものです。トップはシンガポールになっています。 2番目

に香港。 3番目にアメリカがあがっています。カナダも高いところにあり、また北米が非常に力

を取り戻している。イギリスもかなりのレベル。一方、ヨーロッパのドイツやフランス、北欧で

社会保障の重さに非常に悩んでいるところでは点が低くなっています。日本は 14位です。実は、

これではなく、他の評価によりますと、日本というのは例年まで8年間トップだったんです。で

すから、その当時は外国から見ますと、日本は今のシンガポールと同じように非常に活力があっ

たわけです。それが今や14位になっているわけです。これはかなり深刻です。資源、あるいは食

糧がない日本は、少なくとも国際競争力という中で力をつけていなければいけない。 日本がトッ

プから落ちつつあるというのは、産業界の共通の認識です。だからといって、すぐに沈ボツする

かというとそうではなくて、ハード関係では、今後も日本も強さを保っていくだろう。また7]1Jの

観点からいいますと、なぜ日本が外国から見て魅力があるかといいますと、 1200兆円あるという

我々の貯金残高です。ところが、バフ、、ルで、実際は1200兆円がどうなっているかというと、本当は

よくわからないわけです。実際は半分位なくなっているというような話もあります。ただ、外国

から見ますと1200兆円という金が日本の金融機関のどこかにあるということであるわけです。産
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業とは、そもそも人の金を借りて、それを投資して稼いで、それを貸してくれた人に返すという

のが企業活動の基本になっているわけです。自本は、そういう意味では、他からはそう見えると

いうことです。ただ、いろいろ心配なことがあります。パフゃルの後、日本での全てのコストが上

がってしまいました。また、よくいわれますが、産業の空洞化の問題等があります。それを総合

的に考えますと、昔のようにはいかないというのが共通の認識になっています。

国1 面際競争力の比較

OveralJ competitiveness rankings 
1996 RANKINGS， FOLLOWED BY 1995 RANKINGS 

1 Singapore 28 EZYP! 29 
2 Hong Kong 2 29 China 36 
3 United States 4 30 Portugal 34 
4 Canada 8 31 Belgiwn 25 
5 New Zealand 3 32 Czech Rep. 35 
6 Switzerland 6 33 Mexico 33 
7 U.K 15 34 Philippines 31 
8 Taiwan 9 35 Slovak Rep. na 
9 Malaysia 10 3(:). Tll~~~y 42 
10 Norway 7 37 Argentina 37 
11 Luxembourg 5 38 Iceland 27 
12 Netherlands 17 39 ltaly 41 
13 Chile 18 40 Peru 38 
14 ]apan 13 41 Colombia 40 
15 lndonesia 30 42 Brazil 48 
16 lreland 26 43 ]ordan 28 
1 7 Australia 12 44 South Africa 43 
18 Thailand 14 45 lndia 45 
19 Finland 16 46 Hun豆~ 46 
20 Denmark 11 47 Venezuela 47 
21 S. Korea 20 48 Greece 39 
22 Sweden 21 49 Vietnam na 
23 France 23 50 Poland 44 
24 Israel 24 51 Zimbabwe na 
25 Germany 22 52 Ukraine na 
26 Spain 32 53 Russia 49 
27 Austria 19 

出典:NEWS WEEK ]UNE 2， 1997より作成

一方、大学、あるいは研究開発に関係することということで、学術情報センターが調べました

1993年における収録論文総数に対する占有率というのがございます(函 2)。トップはアメリカ

です。これは何となく納得できるわけです。アメリカという国は、たくさんの国が集まっている

ようなところですから、これはトップだということはわかります。 2番目を見ますと、ほとんど

日本なんです。ですから、少なくとも学会サイドでいいますと、日本というのは非常に強いとな

る。学術という点からいいますと、結構いいところまできているわけです。もっとも 1番との差

が大きすぎるという話はありますが。コンピュータ関係も、アメリカと比べますと華々しくはな

いのですが、最近はいい線までいっているようです。これは、ちょっと驚いたのですが、バイオ

関係が結構いい線までいっています。ただ、バイオは、日本はまだ第2グループにおりまして、

ある意味ではキャッチアップという非常に幸せな状況にあります。ですから、キャッチアップし

ている時の研究者の顔というのは明るいわけです。自擦がありまして、その中からいい呂擦を選
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んでやればいいということがあります。そういう意味で、は、今、バイオの人たちが非常に元気で

す。しかし、実態はといいますと、まだまだ二流です。ただ、かなり、論文数についてもいいと

ころにいっています。

表 2 1 9 9 3年における学術論文数の各霞順位

盤 (29) 日 本 (10) ドイツ (7) ロシア (6) 英 国 (6)

国 (27) B 本 (11) ドイツ (8) ロシア (6) 英 居 (6)

国 (34) 日 本 (7) ドイツ (8) ロシア (6) 英 国 (5)

堕 (32) 日 本 (12) 英 国 (6) ドイツ (5) フランス (4)

菌 (35) s 本 (8) 英 盟 (7) ドイツ (5) カナダ (4)

国 (32) s 本 (15) 英 国 (6) ドイツ (5) フランス (5)

毘 (34) 臼 本 (14) 英 盟 (7) ドイツ (6) フランス (5)

国 (20) s 本 (13) ドイツ (6) 英 国 (4) カナダ (4)

毘 (21) 日 本 (14) ドイツ (9) ロシア (6) 英 国 (6)

国 (23) 巳 本 (15) ドイツ (8) ロシア (6) 英 居 (5)

国 (29) a 本 (12) ドイツ (8) ロシア (7) 英 国 (7)

盟 (23) 日 本 (13) ドイツ (10) ロシア (6) 英 国 (4)

箆 (19) B 本 (12) ロシア (11) ドイツ (8) 英 国 (5)

盟 (21) 日 本 (10) ドイツ (8) ロシア (8) 英 盟 (5)

国 (26) 日 本 (11) ドイツ (8) ロシア (8) 英 国 (4)

国 (24) 日 本 (15) ドイツ (8) ロシア (8) フランス (6)

国 (36) 日 本 (7) 英 盟 (6) カナダ (5) ドイツ (4)

国 (24) 臼 本 (11) ドイツ (5) 英 国 (5) ロシア (4)

麗句4) 日 本 (7) 英 毘 (5) ドイツ (4) カナダ (4)

国 (35) 日 本 (11) 英 国 (5) ドイツ (5) フランス (4)

国 (27) B 本 (13) ドイツ (6) 英 国 (5) フランス (5)

盟 (34) 日 本 (10) 英 国 (6) ドイツ (5) フランス (4)

冨 (35) 英 国 (10) 日 本 (8) ドイツ (6) フランス (5)

国 (37) 日 本 (10) 英 国 (9) ドイツ (6) フランス (6)

思 (32) 英 国 (10) 日 本 (9) ドイツ (7) フランス (6)

国 (32) 日 本 (13) 英 国 (8) ドイツ (7) フランス (6)

国 (32) 英 臨 (9) 臼 本 (9) ドイツ (8) フランス (6)

題 (34) 日 本 (10) 英 国 (9) ドイツ (7) フランス (6)

国 (30) 日 本 (10) 英 国 (8) ドイツ (7) フランス (5)

出典:文部省学術情報センター「学術論文数の国際比較調査J (1993) 
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ところが、産業界の方に日本の科学技術が強いんですかと問うと、確かに強いというふうには

思っているんですが、どうもやはり陰っているなというのがこの表です(図 2-1，図 2-2)。

横に産業別になっています。これは、企業の入にいろいろ開きまして、現時点でとずっちが強いで

すかということをいったわけです。真ん中はポイントがゼロです。上にいっているというのは、

日本が結構強いですよ。下にいっているのは、ちょっと日本が弱いのではないですか。こういう

ような比較になっています。これは、日米比較になっております。上の方が91年時点。下の方

が94年です。これを見ますと、やはり、下がっているんです。ですから、産業界の人間が、研

究開発について比較すると、どうもアメリカとの差が開いている。特に、通信、電子についてい

いますとガタンと落ちている。化学は、どうも最初から白い旗を上げているようです。全体とし

て落ちているというところが、我々の認識です。先ほどの、論文の数とはちょっと違う動きをし

ています。今は、日米の比較なんですが、ヨーロッパとの比較はどうなっているかというのをご

参考までにお知らせします。ヨーロッパについていいますと、結構やれるんじゃないということ

で、日本の方の有利というのはあまり変わっていない。ただし、化学、医療品については昔から

ヨーロッパは強いですからそうはいかなし E。ただ、私の感じでは、割合に日本というのはアメリ

カを克ておりまして、特に産業界はアメリカを見ておりまして、ヨーロッパの底力というような

ことをお気づきになっている方はいらっしゃると思いますが、ちょっとヨーロッパに対しては少

し日本がおごっている部分があるかなという感じはあります。それにしても、 91年から比べると、

94年に対して落ちています。つまり、産業界の方は、百本の将来の科学技持術fについて非常に危i

をもつている O このままでは産業の活力が失われるのではないかというのが、実は大きな産業界

の裏にある不安なんです。現在のところは、それはあまりはっきりと表には出していないという

のが現状です。ただ、今回の、科学技術基本法を機会に、いろいろなところでいろいろな発言が

出てくるようになりました。これからの議論の中で、このへんについてもう少しきちっと議論を

して、見直しをしていこうというのが必要なのではないかというふうに患っております。
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図2-1 研究開発力の白米比較
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注)数字は、日本優位と回答した企業の割合(%)から米国

優位と自答した企業の割合(%)を差し ~I いたポイント

出典.科学技術庁「民間企業の研究活動に関する調査報告j

図 2-2 研究開発力の日欧比較
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出典:科学技術庁「民間企業の研究活動に関する調査報告J
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いずれにいたしましでも、最近は、産宮学の新しい動きというものが出てきています。これは、

基本的には、言葉が適切かどうかわかりませんが、「霞が関Jが非常に変わったということです。

ですから、昔は、申し訳ないのですが、文部官僚というのは一番付き合いにくかった。最近は、

実は、その変化に驚いております。ここで、これまでを簡単に振り返ってみましょう。ご案内の

通り、冷戦の中で、日本の産業界は育ってきました。貿易問題が出て、ジャパン・パッシングと

いうのが起きました。ところが、いわゆるバブルがはじけたということ、あるいは産業の空洞化

ということで、かなり今まいっていますが、企業は生きていかなければいけない。今、企業のキ

ーワードは、変化のスピードに、世の中の動きに対して俊敏に対応、していくということです。必

ずしも正確ではないのですが、ジャパン・パッシング、ジャパン・ナッシングという言葉がある

そうなんですが、不気味な動きはもちろんあるわけです。一方、大学の方は、これも非常に単純

にいってしまうとこうなるということです。冷戦下でやはり、大学の自治ということが相当議論

されました。大学の学問の自由についても相当いろいろやりました。言い方が悪いのですが、私

もこういうイデオロギー・オリエンテットの時代を生きてきたわけです。ですから、むしろ、楽

でいい時代だったといっふつに懐かしく思うところもあります。今はこういうようなことを議論

する人は全く消えてしまったというのは、実はこれも問題ではあります。私が大学の評価関連の

勉強会に加わって議論をしたのは1993年頃です。大学大綱が出たその頃は、まだ学問の自由とい

った議論があったんです。今は、全くなくなってしまった。それはそれで別の問題としてo80年

代の大学についていいますと、リサーチ・オリエンテットで動かしていた。本来、文部省が大学

はリサーチが重要だということは、よくよく考えるとおかしな話なのですが、それがある意味で

は軌道修正されまして、現在は教育が重要ですよとなってきています。これは、リサーチを否定

するわけではありませんO 大学の本分というのは教育ではないですかということを、一度リサー

チに行って、もう一度戻っていろいろ検討しているというのが今の段階ではないかと思います。

いずれにしても、文部省が大学大綱を出し、自主責任において大学は、ある意味では何でもやっ

ていいよということになった。いろいろと混乱はあったと思います。一応、カリキュラムの変更、

組織の変更、自己点検等々をやってきた。ここで問題だったのは、制度をいじらずに大学大綱が

出されているという点です。大学としてみると、変えることによるインセンテイブがほとんどな

いままに変えろといわれていた面がある。外から見るとそういう感じがいたしました。ある大学

で教員評価を進めようとしたとき、大学の8割の人が反対であったが、学長と少数のグループが

強い決意でやり直したという話を開いて、感銘を受けたことがあります。一番問題は、変わるこ

とによるメリットといいますか、インセンテイブが与えられないままにやってきたような感じが

あるわけです。ですから、今どういう形になっているのか。大学改革、あるいは大学の中の革命

を行なったということになっているのですが、どうも無血革命になっておりまして、誰も犠牲者

が出ないという非常に素晴らしい話になっているらしい。それは、多分、本当の解決になってい

ないのではないかというのが私たちの見方です。無血じゃだめですよという話は、今、行財政改

革の話でも出てきています。

それとは全く別に、科学技術基本法が1995年11月に全議員一致で盟会を通りました。それを受
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けて、 10年先を見越した 5年の具体的な計画を含めた技術の基本計画というものが作成されまし

て、 1996年の7月に閣議で了解されました。私は、基本問題検討委員会という基本計画を策定す

る委員会に入っておりました。最初は皆あまりやる気がなかった。科学技術庁、あるいは、文部

省の担当事務局も、色々制度のしばりがあってもうまくいきませんからといっていました。その

内に皆の顔色が変わってきました。 5月に入ってからは、皆本気で議論しました。事務局も制度

変更も視野に入れるようになった。そして、科学技術基本計画がつくられたのです。ポイントは、

5年間に17兆円、しかし、あれは、財政が健全であるという前提においてということが、よく読

みますと書いてあります。しかし、予算全体が削られている中で科学技術関係予算については

5%増えている。これも、やはり、基本法のおかげです。もう一つは、 80年代までは国が非常に

強いリーダーシップをとっていたものを、今はどちらかというとプライベートセクターの方にリ

ーダーシッフ。をわたしましようという言い方をしている点です。これも、本当はきちんと議論し

ないといけないんです。つまり、市場原理にまかせますよという話と、公的規制はうまいバラン

スをとっていかないといけないんですが、市場原理にのっていると何でもうまくいくよという感

じがある。バランスをうまくとっていかないと、大きな間違いをするんではないかと思います。

ここで重要なのは、科学技術基本計画の話とか、大学大綱の話とか、もう一つの行財政改革とい

う話は、 31Jにお互いに矛盾した話ではないということは、ぜひ頭に入れていただきたい。行財政

改革についていいますと、日本は金はないわけです。今年度も70兆円位で一般予算を組んでいま

すが、税収入は50兆円しかない。先進国で年々赤字が増える国は日本だけだという、非常に有り

難くないリーダーシップをとっている。国が国債で投資した金は、国民一人当たり350万円位の

借金に相当する。普通の屈では考えられない状況になっているわけです。そういう中で行財政改

革をやらざるをえない。これは、収入が入ってこないわけですからしょうがない。企業からいい

ますと、ごく当たり前のことが当たり前に起きているという感じです。多分、国大協のレポート

をご覧になったと思いますが、こんなに後ろ向きでは、だめだなあと思いました。被害者意識で

済む話ではないということに早く気がつく必要があるというふうに考えております。これも、今

日の私の、ある意味では一つの今後に対する皆様へのアドバイスです。

科学技術基本計画につきましては、ぜ、ひ一度よくお読みになっていただきたい。その中のポイ

ントのーっとして、産学連携がうたわれています。今年の5月に出されたものの中にも、やはり、

産学官が協力してやるということが今後の日本にとって非常に重要だということが書かれていま

す。それを受けて霞が関は今、産官学の協力のいろいろなプロジェクト、行政側からの施策を提

案しています。これは、皆さん方が驚く位にいろいろ提案があります。ただ、今のところは、建

物、要するに箱物については非常に整備されつつあると思うのですが、肝心の魂の部分について

はどうかという不安があります。一人一人の考えを変えていくということをやっていきませんと、

箱物はできるけれども、どうやっていいかわからないということが起こるでしょう。産学連携の

構築を呂指して、 3月末に学術国際局でセットしました産学連携・協力のあり方に関する調査研

究協力者会議がありました。私はそのメンバーでしたが、東京大学生産技術研究所の鈴木所長が

おまとめになりました。この中に、いろいろな考え方が書いてあります。いくつかひろい上げて
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みます。産学連携といっても、実は産業界にも非常に大きな問題があります。とりあえずは、大

学の側にいろいろ問題があるのではないかということが書いてあります。いずれにしても、具体

的なシステムをつくっていく必要がある。基本的な方向としては、対話を促進する、研究者交流

の新しい方向性をみつけていくということ。規制は必要最小限に止めるということも上がってい

ます。言い方は悪いのですが、従来の文部省の言い方と随分ちがってきている。地域における産

学の連携の推進ということも上がっています。地域に既に共同開発研究センターがつくられてい

ますが、必ずしもうまく機能していない。それとは別に、地域における産学の連携の動きが出て

きています。地域にある中小企業からいいますと、やはり大学というのは近寄りがたい。大学に

行くと、自分たちは世界に発信をしているんだ、あなたたちを相手にしているわけではないとい

う感じを受けるというわけです。せめて、大学の10%位は、地場の産業のためにということにな

れば、どんなにその地域が活性化するか、あるいは愛される大学になるかと思ってます。大学は

確かに大きな理想像をもっています。それをもう少しうまく活用すれば、地域も大きく変わるん

だということなんです。全くその通りだと、私も患っております。それから、研究成果の活用も

重要です。具体策として、大学から産業界への働きかけが、いくつか上がっております。例えば、

共同研究所の場の企業への拡大があります。本来、国の金で買ったものを、企業の中に置いたり

するということは許されなかったですが、今回、大学と企業が共同研究するということであれば、

国の金で買ったものも企業の中の実験室に震いてもいいとなりました。別に憲法にやってはいけ

ないと書かれているわけではありませんが、運用でできる範囲において、これまでの規制はでき

るだけ外そうという考えの一つです。国から来ている金も、大学が元請けになって外部の研究所

と契約を結べば、そこで使えるようになった。要するに、大学の元請けの研究者の自己責任にお

いてやっていいですよということです。何をやってもいいということではありませんが、従来と

比べますと国の金がより有効に使えるようになったO それから、従来は、何か新しいことをやる

と、不利になるような仕組みがたくさんありました。例えば、共同研究をやるということで企業

サイドで仕事をすると、年金の問題とか、退職金の算定上いろいろ不利になるというようなこと

があったわけです。こういうことも変えるような方向で、いろいろ検討されています。制度を変

える方は提案が了承されれば次の白から変わります。今までなかなか変わらなかったからすぐに

には変わらないと思うと大間違いです。変わる時はアッといっ関に変わってしまいましたO それ

から、兼業の範囲の拡大。これはいろいろ議論がありました。科学技術基本計画の中で、兼業禁

止規定を緩和しようという話は最初から最後までありました。私は、毎回向じことを言っていま

した。国の審議会等への参加のノウハウとして、同じことを毎回言っていますと必ずどうにかな

る。そういうこともあって、また全体の動きがそうなってきたということで、今、国立大学につ

いて現状でいいますと、時間外についても今まで一般禁止だ、ったものは、時間外についてはどう

ぞおやり下さいということになりました。むしろ、ゃった方がいいですよという書き方になって

きています。研究開発に関連すること、 OIJえば、企業のコンサルタントとして、企業に雇われて

いいですよということなんです。企業の方からちゃんと給料をもらって結構ですよということで

す。ベンチャー企業の社長になれるようにしようという方向も了解されたのですが、国家公務員
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の縛りがありまして、現状は無理だが、社会全体がそこまでいってもいいのではないかという時

点で、つまり、将来もう一度検討しましようという形にとりあえずおさめであります。つまり、

科学技術基本計画の中で、駄目ですよということではなく、将来に対するドアを開けて残してお

いているということです。いずれにしても、兼業ということで企業サイドと国立大学の間の一つ

の接点ができてきたわけです。企業から見ますと、変な先生は当然呼ぶ気はないわけで、先生に

対する外部評価ということになります。先生にしてみますと、自分の仕事が企業からどう評価さ

れているかがわかることになります。実は、私が一番ねらったのは、先生が金持ちになるという

ことも結構なのですが、それよりも企業と大学に具体的なところで、ある意味では利害関係が絡

んだところで共同作業をやれば、先生自体が変わっていくだろうという点なんです。先生が変わ

るということは大学も変わるだろう、そうなりますと、教育自体が変わるということになるわけ

です。私の基本式なスタンスというのは、国立大学の評価というのは基本的には教育にあると患

います。こういうことをやることによって、教育が活性化する。学生にとって非常にプラスにな

る。こいうふうに考えております。そういうことで、兼業禁止規定を外せということを繰り返し

主張したわけです。もう一つは、アメリカでは、新しい産業づくりはベンチャーに任せているこ

と、役割分担はきれいにできている。大学があって、ベンチャーがあって、そこでは新しい産業

の種をつくる。それが大きくなったところで企業が引き取りますというのがアメリカのやり方で

す。ところが、日本は、全部自分たちがやるということで、今まではうまくやってこれたんです

けれども、今かなりきっくなっている。兼業禁止を外してベンチャーを盛んにしましようという

のは、企業サイドの希望にも合う。私個人としては、むしろ、次の世代を担う学生の教育を考え

た場合に、企業と大学の間にこういう仕組みもあれば、全ての者がハッピーになれると思ってい

ます。

次に、透明性の確保。夜、が申し上げたいのは、自己規制委員会であまり縛るな、不透明でもい

い、悪いことをしたら刑法で捕まえればいいということなんです。本当は科学技術は性善説でや

っていったらいいのではないかというふうに思います。勿論、リスクはあります。

共同研究センタ一等の拠点施設の充実も書かかれています。これも、本当のところは問題があ

るというふうに考えております。今、協同研究センターというのは48位あるというふうにうか

がっておりますが、必ずしもうまく動いているわけではないんです。これは、やはり、大学サイ

ドの提案ベースでこういうものがつくられたのではなく、文部省の方が箱物をつくるというよう

な形で提供されてきた。文部省としてもよかれと思ってやっているのですが、大学の方から提案

があってつくられたものではないですから、大学も他人事になり、非常に妙な形になっています。

ベンチャーのために建物は去年できているわけです。あれなんかも非常に不思議です。日本がベ

ンチャー強化を図ると、ああいう形になるのかなと思っています。ないよりはいいんですが、あ

れも、大学側の方に提案があってというのであればいいわけなんですが、これも、大学側のマイ

ンドセットの問題です。大学側の提案にあれば、霞が関は積極的に支援してくれるでしょう。

次に特許の問題。これは、ちょっと難しい話でありまして、産業界側はとまとごっているのです

が、大学領IJが提案ベースで、今、かなり積極的に検討しております。特許の話自体が非常に難し
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いので、文部省と通産省が一緒になりまして、どうしたらいいかということについて一生懸命や

っております。これも、最終的にはアメリカに似たような形になろうかと思います。アメリカは、

国の金で大学が特許をとった場合でも、その特許を運用して儲けるのは大学にお任せしますよと

いう仕組みがあります。ですから、アメリカの大学の経営者からいいますと、特許をとりそうな

優秀な教授をとってきたいわけです。ビジネス的なセンスです。自本も将来はそうなるでしょう。

それから、国立大学の先生が全く想像もできないようなことが私学ではおこっているというこ

とがあります。私学というのは、私学補助があるわけですが、格差という点から見ますと、国立

と比べると天留と地獄のような差があります。私学はあくまで私営です。従って憲法89条の縛

りがあるために、私学の施設に関しでも留の金は使うことはできません。しかし、昨年位から、

大蔵省は憲法違反を覚'倍で金を出すよつになってきました。非常に日本といつのは不思議なとこ

ろもあり、そういう意味での憲法違反というのは黙認される、あるいは、皆で渡れば恐くないの

かもしれません。今、非常に結構な憲法違反をやっておりまして、私立大学の方にも設備等が出

せるようになってきております。実際、いろいろ議論をした中で、国立大学というのは、制度的

な縛りが非常にきついので、日本の将来を考えていった場合に、産学との連携、協力をやるとい

うことについていいますと、国立は駄自じゃないかということを実は、科学技術基本計画を議論

する中でもありました。国立がだめなら、最後は、落とし所は私大でいこっ。私大が活性化して、

国立がそれを見て、我々もというふうに行こうかとなれば、時間はかかるがまあ良いかという話

もありました。勿論、私学ならびに国立ともに頑張ってもらいましようとなっていますが。文部

省といろいろ仕事をして驚いたのですが、文部省は公立大学と私立大学についてのデータはどこ

かにあるかもしれませんが、ほとんど関心がないんです。むしろ、国立大学より競争にさらされ

ているところを使って、目標達成を図った方が良いと思います。

そして、総合的な、戦略的な産学共同推進体制の整備に向けてということで、 1)エゾン機能の

整備、ベンチャ一企業への協力の場の整備、学外における支援組織の整備等、こういった話もか

なり具体的には進んでおります。ただ、私の感じでは、パーンと振れ過ぎたような感じがありま

して、また、揺り戻しがあると思うのですが、全体としてはおそらく変わらないのではないかと

思います。

さて、問題は企業側です。受託研究は平成8年、 9年から増えています(図 4)。これは、企

業の方が大学に研究という点で、頼っていかないと駄呂だという一つの現れではないかと思います

が、他省庁からのファンデイングがかなり含まれています。ただ、共同研究は、ほとんど変わっ

ていない。企業サイドは自分の将来に非常に不安をもっているのですが、大学にお願いすること

については、まだ今ーっというところでございます。経団連が今年の3月にとったアンケートが

あります。経団連に入っております研究開発金額が60億円以上の企業250社にアンケートを屈し

たところ、回答率は40%でしたO経団連が今までやったアンケートで40%も戻ってきた例はなく、

それだけ関心があるということです。日本政府にどういうことやってほしいかというのが、この

アンケートのねらいでした。まず、科学技術基本計画を知っていますかと問いました。知らない

人が多かった。マスコミをはじめ日本全体が勉強不足ですから、屈が何か出してもだいたい読ま
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ない。次が問題です。日本に科学技術戦略がないということについて問題があると思いますかと

いう質問なんです。これは、当然問題ありとなっています。ただし、これは非常に微妙です。例

えば、ソニーなんかはいらないというんで、すね。多分、ホンダもいらないのではないか。かつて、

彼らは自力でやってきたわけです。彼らに言わせますと、国が何かやるというと足を引っ張る以

外は何もやってくれなかったとなる。国は静かにしてくれというのが彼らの経験則なんです。で

すから、実は、それほど当たり前ではないんです。もう一つは、産官学の連携と国の研究開発成

果の有効利用について。産官学の連携についていいますと、現状では問題があるというのが90

何%です。これはちょっと以外なんです。産官学の簡に、チャネルができていないが、しかし本

当は必要なんだというふうに答えている。次に、国の研-究開発の有効利用についてということは、

要するに、有効に使われていないんじゃないですかというのが、 9割以上と多いわけです。産業

界からいいますと、留に科学技術に対する戦略がないということに非常に不安感があるというこ

と。それから、いずれにしてもチャネルがうまくできていないという問題意識が非常に強いとい

うことです。さらに、行財政改革を頭においているので、こういう問いが出てくると思うのです

が、省庁縦割り行政に問題があるというのが大半です。特に、産業界から言うと、各省庁縦割り

というのは、現時点ではとにかく図ってしまう。余裕がある時はいいのですが、今、産業界にも

余裕がありませんし、国としても余裕がない状況です。一部、今のままでいいという人もいらっ

しゃいます。多分、これは、縦割りでお互いに競争しているからいいんじゃないかという、積極

的な評価をしている人もいるのかもしれません。お互いの中でいくつかのグループで競争すると

いうのは、余裕のある時には非常にいいのですが、余裕がない場合は、少なくとも産業界ではし

ぼらざるをえないというのは当然の流れです。
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もう一つは、日本における研究者の育成・確保について問題があると思いますかという質問で

す。ここではほぼすべてが問題有りとしています。しかし、一般論として、これまでどうだと思

いますかという質問ですと、おそらくこれまで良かったということになると思います。今まで、

日本の産業がこれだけやってこれたのは、大学が優秀なエンジニアを育てたからであります。特

に、大学の学生の能力の平均値は世界のトップです。もし、日本の大学のこれまでについて、も

し問題があるとすれば、 トップの大学はアメリカのトップに比べると駄目だということ。よく大

学の先生は好んで大学の大衆化を問題にします。しかし、私に言わせると、大衆化の問題ではな

くて、日本トップが欧米トップらしくないということです。それを横に置けば、過去についてい

いますと、日本全体についていえば、日本の産業界への大学の貢献というのは非常にありました。

ここに書かれている懸念というのは、今後どうするかというところです。企業サイドもどんな人

がほしいかということが、よくわからないままでやっている。一時期は、独創性とか創造性のあ

る学生がほしいということをいいました。そういうことをいうのは、だいたいは社長です。しか

し、独創性があるとか創造性があるといっ人関は、会社では最後には社長一人しか残らない。皆、

つぶされてしまう。よく企業と話すのは、独創性のあるのは10%位でいいんじゃなしサ、というこ

とです。そうしないと企業はうまくいかないというのが少なくともこれまでの体験的発想であり

ます。

以上を背景にして経由連が4月に、メモを新聞に配りました。これはあくまでも、行財政改革

の中に科学技術についても入れておいてくれというのが経団連の意図であります。これによりま

すと、科学技術庁や通産省、文部省等が主幹している科学技術の企画調整機能を一元化し、担当

大臣をおくべきだと提案しています。各省庁の異なった方針によって研究開発の発展が阻害され

たり、重要度に応じた資金配分ができないことを間接的に指摘しております。国立試験研究機関

等の統廃合にも取り組むべきだと主張しております。これまでも屈の科学技術戦略を決める科学

技術会議というのはあるのですが、ほとんど皆さんご存じない。科学技術会議の議長は総理大豆

ですが、たまたま科学技術庁が事務担当をやっているため、他の省庁からみると科学技術庁の一

種の意見の代弁だというふうに見られてしまう。必ずしも、うまく機能していない。ここで面白

いのは、担当大臣を置くべきだという意見です。大臣がいれば、予算の配分等もっと効率的な配

分ができるだろうということです。どうなるかはわかりませんが、大きな変化が確実に行なわれ

るということを頭においていただかないといけない。ちょっと蔀までは、大学貧乏物語をなくし

ましようということで、 1990年の初め頃は科学技術関係予算を倍増しようという話を盛んにいっ

ておりました。それが17兆円となって出てきているわけです。そして、科学技術基本計磁をつく

る初めの段階では、サイエンスに大きく振れていました。それに対して、産業のニューフロンテ

イアづくりという点でも科学技術というのは重要なので、そのバランスをとるようにというアピ

ーjレを我々はいたしました。私は、サンエンスの話とエンジニアリングが両輪、というような言

い方をしています。長い議論のあと、科学技術基本計画の中でも両方のバランスがうまくとれる

ようにということが書いてあります。今、応用研究といっている人、サンエンスといっている人、

それぞれお互いをけしからんという話が時々関こえますが、あくまでもバランスをとってやるこ
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とが大切だと思います。

日本経済新聞(平成9年 7月24臼)
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今、いろいろな制度改革が霞が関でやられています。国研を対象にした任期付任用制度につい

ても、かなり具体的になっています。文部省もそれを支援することになりました。科技庁では、

任期付任用でとってきた人については大学総長位の給料も払えるような仕組みもつくっていま

す。あるいは、特許の支援策についてもいろいろ進めています。また、兼業禁止規定の緩和につ

インターン制度などについて、者iJ度面からの検討が進んでいます。私がちょっと文句をいいて、

いたいのは、一体大学は何をやっているのか、全て官の方から来るということです。やはり、大

学の方から提案がないとおかしいのではないか。いつも与えられたことを理由に文句を言って中

途半端になっているのが現状です。そのあたりが非常におかしいと思います。やはり、大学の方

の提案で、いろいろとやっていくということをお考えになっていただきたいわけです。産業界も

日非常に問題があります。一つ申し上げておきたいのは、ある意味では歴史の歪みなのですが、

日本の場合は、冒というよりは準国家というふうに本で国益という議論ができない。ですから、

思っています。そうしますと、企業からしますと、頼るのは企業自身しかないということになり

ます。ですから、企業は今、企業自身だけを考えてグローバル化しているというふうにご覧にな

った方がいいと思います。例えば、大学関係でいいますと、学生といった場合に日本の学生だけ

を考えないわけです。外国の学生を考える。研究開発でいい人をといいますと、企業の幹部はイ

日本の大学は既に企業の管理者の頭の中でアメリカでという発想になります。つまり、ギリス、

は相対イヒされてしまったということを、ぜひ覚えておいていただきたいと患います。ベンチャー

もし日本国内がやれなければカリフォルニアのベンチャーの話にしましでも、企業の発想では、

をうまく使えば良いという気持ちをもっていないわけではない。これは、世の中がグローバル化

日本というのは相対化されていしているということです。そういう意味で、企業から見ますと、

なかなか海外には受け入れられなくて、最後は彼日本は、る。とは言え過去の歴史を見ますと、

日本は日本の中が強くなるような仕組みをらも日本に戻っτくるだろう。そこまで考えますと、

ということにな残しておかないとあぶない。日本の企業も外国を利用できる内はいいのですが、

って、やはり、基本法の着実な実現が日本の将来のために必要と考えています。

もう一つは、大学の中の改革は無血改革であって、本来は犠牲者は何人か出なければいけない

という話をしましたが、それに関連しまして、企業の人間として一つアドバイスをいたします。
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それは、 Listento Customers， not necessarily obey to them です。大学の先生の中に、自分

のお客さんは誰ですかという発想は多分ないのではないかと思います。これは、私学の場合は非

常に明確です。まず学生です。学生がいなくなったら給料がもらえなくなります。学生に対する

サービスというのは自然に出てきます。それと同じように国立大学の先生も、あなたのカスタマ

ーは誰かということをお考えいただきたい。次に、研究成果のカスタマーというのは、学会に加

え、産業界があります。そうしますと、産業界との間に窓口をつくる必要性がすぐに出てきます。

これは、大学全体が富むといつことにもなるわけです。そういう発想です。サイエンスをやって

いる方は、カスタマーというのは学会だと思います。あるいは、人間というのは本来、知的なも

のに対する飽くなき強き欲求をもっているわけですから、そういう意味からしますと、飽くなき

強き欲求をもった人というのがカスタマーかもしれません。それから、先ほど申しましたが、官

製よりは積極的な提案をということです。今の感じでいいますと、この l年位で本当にガラガラ

変わっていきます。ちょっと間に合わないかもしれません。一つでもいいから、大学の方として

は、これをというものを提案されるということです。何か具体的な提案をおやりになっていただ

きたい。

最後に、人文・社会科学系では、研-究本務者が8万5千人いますが、一体この人たちは何をや

っているのかということです。例えば、地球規模の問題になってきますと、我々ができることは、

ゴミが出てきたらこれを処理する装置の各種提案ですが、人々がゴミを出さないようにするには

どうしたらいいかという社会がからむ問題の解決案は我々にはできない。やはり、人文・社会科

学系の人が必要です。ここで、もう一度、自信をもっていただいて、人文社会科学系の方も発言

していかないと、 21世紀の問題というのは解けないのではないかというふうに思います。
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第29回公開研究会報告

行政改革の中での国立大学一知識社会へ向けた期待と展望一

外から見た国立大学と民営化

山岸毅介(教育ジャーナリスト・多摩大学教授)

外から見た国立大学と民営化ということについて、若干の感想、を述べさせていただくというこ

とでお許しを願いたいというふうに患います。

実は、今日は、冒頭から拝穏をしておりまして、池上さんの講演でやっと私は救われた思いが

したわけです。おわかりのように、ここは国立大学一辺倒の会合でございます。多分、私は鶴の

ようなもので、その時々の調子のいいところにつくということもあるんですけれども、逆のこと

もやりたがる気持ちがあります。これは、やはり、徹底的に国立大学批判をしなければいけない

と、恨まれるだろうなというふうに思ったわけです。そうしましたら、非常にソフトな口預なが

ら、かなり厳しいお話でございました。池上さんのは、きちんとデータのあるお話でした。私は

何もないわけですが、いささかホッとしながら、以下に感想を述べさせていただきます。

山本さんが最初におっしゃっておられましたし、私もうかがったところでは、今の自立大学民

営化、行革をめぐる議論をどうこうというよりも、それから若干外れて、そして、これを機会に

国立大学のいろいろな問題を考えてほしいというお話でした。事実、これはかなり無理な注文だ

と思うのは、文部省の担当の、少なくとも高等教育局のお役人の場合はそんなこと言っていられ

ないでしょうし、国立大学の学長である慶井先生もそんな心境にはなれないだろうというふうに

思いますが、私は、国立大学教員でも文部省の職員でもございません。その点は、かなりフラツ

と外を飛んで歩いているような感じで申し上げます。そうすると、やはり、何か切っ掛けがなけ

ればなりません。取っかかりがなければならないと思つての取っかかりとしては、国大協の報告

書でございます。これは、非常に困るのは、国大協の行財政改革の課題と、国立大学のあり方と

使命に関する特別委員会の報告書、これをおっくりになった方がぞろぞろここにいらっしゃるわ

けです。向時に、お読みになった方と、読んで、いらっしゃらない方と混在しているんだろうと患

います。おっくりになった方は、私が常日頃、師と仰いで、いる人たちです。この人たちの悪口を

いうのはどうも気がヲiけるんです。しかし、悪口ではなく、私の感想、ということで受け止めてい

ただきたいと思います。非常に様々な事柄について書かれていることですから、一概に切って捨

てるような言い方は酷いのかもしれないのですが、ちょっと話が違うのではないかというふうに

読みました。理由は、これは明らかに受け身だということです。つまり、政府からそういうよう

な動きがあって、何とかして国立大学を守らなければならない。だから国立大学はこんなことを
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やっている。こういうようなことが、面々と書いてあります。それは先ほどから、国立大学はい

かに日本の学術研究に貢献しているかということから始まって、地域に対する教育的なことから

いえば、配置のバランスの問題とか、あるいは、少なくとも生活がそう豊かでない学生たちに対

する教育の場として国立大学がし=かに役割を果しているかということが書いてあります。ところ

が、国立大学がこのままでいいとは、文部省以下誰も言っていないわけです。このままでよくな

ければ、どうすればいいんだということが何も書いてない。所詮、外から見るというのは、落語

で言えば熊さん、八つあんのような言い方をすれば、喧11華というのは先制攻撃をかけないと負け

るに決まっているんじゃないかと思うわけです。そうしますと、言い訳集では図る。しかも、言

い訳集でありながら、言葉は過ぎるかもしれませんが、さっき池上さんが提示したようなわから

ないけれどももっともなような感じのするデータも、この中にはあまり入っていない。無理もな

いことはわかっているのですが、そういう点からすると国大協がどういうような団体であって、

そこで審議すればこういうことになるんだろうなということはわからないではないんですが、ち

ょっと違うんではないかというふうに思うんです。ですから、今までの議論の中に出てきました

けれども、うっかりしたことをやれば国の財源配分が減ってしまう。損するのは国立大学だ。こ

ういう発想になるんです。これはわかります。文部省の役人が言うのはわかるわけです。しかし、

国立大学というのは、文部省とは若干違う立場にあるわけです。それから、国立大学はかくある

べきだということは、文部省は言えないんだろう。言うのは、やはり、国立大学なんでしょう。

その点からしますと、このペーパーをつくるスタンデイング・ポイントが違う、あるいは、もっ

と別なものをつくるべき。しかし、それはそんなに急いでできないと言ってしまえば、それはそ

れまでなんです。つまり、この話にはものすごく矛盾があると思います。お金がたくさん増えて

いる時にそういうことの議論をするんだったら、配分だとか国公私のバランスをとるとかという

ことは考えられるにしても、今のような行革絡みのところでは考えられない。ということは、何

も考えられないということなんです。つまり、お金が増えた時は何も考えなかったわけです。今、

お金がないんですから、考えられないんです。結局は考えられなし三。しかも、国大協が何も言わ

ないということになれば、グランド・デザインとか何とかというのは一切なしということなんで

す。つまり、世間は全くわからない。しかも、私はこのために話をうかがって、官房長のところ

に駆け込んで、一体どんな状況なんだという話を聞きました。いろいろなことを教えてくれまし

たけれども、結論から言えば、わからないということなんです。次に、私立大学の然るべきいろ

いろな、ある程度は国立大学のこともわかりそうな人を、何人かインタビューしました。恐るべ

きことに、イ可の関心もないんです。国立大学のこの問題についてO 無理もないんだろうというふ

うに思います。そこを責めるわけには国立大学はいかないだろうと思います。ともかく、全然関

心がないわけです。この問題は、むしろ、私立の方こそいいチャンスだと思って、問題提起をす

るようなことなのではないかと言ったのですが、それも全然、糠にクギという感じで話相手にも

なりませんでした。ということは、国立大学の応援団がないという話が出ていましけれども、応

援団というのはなかなかできないものであるというのは確かですが、応援どころか試合を見る関

心すらないなあという感じです。批判集団でもいいんです。一番辛いのは、無視をされることな
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んです。批判されたり、非難されるのはまだいいんです。無視をされるというところに、長年の

国公私の問題があるのではないかということなんです。

どこまで高等教育の問題を一般に知らしめるということが必要なのか、できるのかということ

はわかりません。しかし、ご承知のように、高等教育の問題について報道するメディアというの

が、非常に衰弱している。現実はそうです。しかも、科学技術だとか高等教育の問題というのは

通訳がいるんです。メディアが駄目で、通訳があまりいないという問題があると、本当のことが

わかりにくい。だから、世間的には、関心はほとんどないというふうに言ってもいいんですが、

若干関心があるところがあります。それは、雑誌の編集です。数カ月前に朝日新聞が出している

論座という雑誌から国立大学ピッグバンというタイトルで原稿を頼まれました。そのことで思い

出すのは、まず、経済学者の国立大学民営化論の原稿が手に入ったことです。これは面白い、こ

れに合わせてというようなことだったわけです。私に反対をしろという前提に立って原稿を頼ん

できたわけです。私は国立大学民営化論には賛成できないといいました。ただ、いいも悪いも、

何も議論するデータがないじゃないかと。文部省は何もデータを出さないわけだから、議論のし

ょうがないということを書くのだったら書くと。民営化論反対というのは駄目という話で、さも

さも民営化論賛成の如き感じに若干書き直されて原稿は載りましたけれども、私の立場はそうい

うことなんです。つまり、情報の問題なんだというふうに思います。同時に、この際、文部省の

役人の立場で、言ってしまうと身も蓋もない話ですから離れて言えば、この際、庖立大学の問題と

いうのをいくつか整理して考えておく必要があるのではないかというふうに患います。

この報告書を見て思うことはいくつかあります。併えば、この報告書によると、一度留立大学

という体制を崩すと、大変なことになるぞという脅迫的な文言が何カ所か出てきます。それは、

まあ、その通りなんだろうと患いますが、これだと後は何も手をつけられないという話になりま

す。ところが、最初に申し上げたように、もう一方では、やはり、変えなくてはならないという

問題があるんです。お金さえ、今程度の限度で出せば、いろいろなことの改革に国立大学は応じ

るのか、応じないのかというようなことは侭も書いてありませんから、わかりませんが、もう少

しいろいろと考え直していただく必要があるということなんです。もう一つは、なぜ、文部省と大

学との関係について書かないのかということなんです。私は、新聞記者として、その後辞めた後

も同じようなことで、回立や私立の大学をいろいろ取材した時の経験からもそうなのですが、今

の国立大学の改革を取材をすれば必ず文部省に対する愚痴か批判か非難か、濃度は違いますけれ

どもこの3つのどれかを必ず皆さんおっしゃいます。文部省のモの字も出てこないということは

あり得ません。それほど文部省は、少なくともよく言われていなくて疎まれているわけです。大

学改革の組織変更について、恨まれたりするわけです。ところが、かなりわかったような人の話

を開きますと、そうは言っても文部省にああ言われるのはしょうがない。ちょっとうちの大学は

酷すぎるよと、若干、離れた人はそう言うんです。しかし、当の学部長や、それをつくった人と

いうのは、やはり、相当なものです。それは明らかに、大学に自己決定権が全くない、計画をつ

くっていっても突き返されるということの繰り返しです。そして、そこのところの、予算の編成

権の問題ではあるのでしょうが、それが正に国立大学としてこれからどうするんだという時のー
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番根本なんだろうというふうに思います。それは、文部省から100%離れるとか何とかというこ

とでは全然、ないんだろうと思います。文部省との関係のスタンスをどういうふうにしたらいいの

か。今でもいいと思っているのか。言葉でいいますと、弾力化といいますが、あんな訳のわから

ない言葉はないんです。もっと具体的にきちんと言う努力をすべきだと思います。なかなか難し

いでしょう。文部省も自を光らせていることでありましょうけれども、それをいろいろなやり方

で明らかにすべきだと患います。そのことについては、どなたも全くお触れになっておられませ

んO

大学改革の問題は設置形態の問題ではなく、資金配分だというふうに書いてあります。では、

どうするんですか。そういうことは何も書いてありません。国立大学の機能として3つなり、 4

つなりの、こういうことをやっているということ上がっていますが、ギリギリ削っていったら何

が残るのか。多分、研究なんでしょう。私立大学ではできなくて、国立大学でなければ駄百なん

だというのは、今までの段階で国立を完全に消去した場合に、どうにもならないよという問題は

明らかに理工系の研究なんだろうと思います。教育の方は、国立が駄目なら私立の方で引き受け

ると言えば、うまくはいかないでしょうが、少なくとも学部段階のところは何とか処置できたと

しても、研究のところはどうにもならないということは誰でもわかっている話なんだろうと患い

ます。そこのところも、なかなか言いにくいというところがある。大学というのは、ああ言えば

こう言う世界ですから、理工系だけのことをいうと、人文社会系とのバランスをとれなければ学

術の十全なる発展は望めないと言う訳です。この問題というのは、古くて新しい開題であります。

やはり、理工系の研究といつことの問題を、もっと深く突きつめる必要があるのではないかとい

うふうに思います。それと、これは嫌味かもしれませんが申し上げたいのは、例えば、日本の研

究者の64%が国立大学の出身である、 4年寄せ大学の教員の66%が毘立大学の出身であるというこ

とが書いてあります。ついでにいいますと、日本の高級官僚のほとんどは国立大学の出身です。

そして、皆さん方は函らされているということにも相成るわけです。そういう言い方をすると、

どうしようもないんです。ですから、いかに日本の大学史をひもとけば、国立大学というものが

保護されてきたが、自本の私立学校というのは、本当に明治の初めから疎んぜられてきた歴史だ

というふうに、いろいろな研究者はおっしゃっています。私も、そんな感じがいたします。そし

て、ここでも、いろいろそうおっしゃいますが、如何に人材を輩出しているか。それから、細か

いことは、ここに書いてあります。それは当たり前だと思うんです。そんなこと、麗々しくいう

必要がない。なぜなら、 l億数千万円と 3千億円で、ず、っと来たんですから。ですから、口封じの

ために金をやるということがよくありますが、安いという意識が留立大学にあるものですから、

いろいろとあるのでしょうが。私は、これだけ金をもらっている以上、こんなに人材を輩出して

いるとか、私立は駄目なんだということは言えないと思うんです。国はお金を出していないんで

すから。私立は駄目だよというのは当たり前で、そう言うんだったら、しかるべき国費を私立に

も国立と関じように投入すべきです。そこを考えてこなければいけないんだろうと思うんです。

もちろん、その難しさはあります。思立大学が問題を考える時、どんなに必要かというのであれ

ば、 2割というところで、いかに安上がりで効果的な研究と教育を展開するか。そのために国公
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私という制度を亙分けしてつくっているんだと言いなおるのであれば話は別ですが、そう言わな

い以上は学校種別の問題というのは考えるべきだろうと思います。さらに、いかに貧しい人たち

の教育をしているかというようなことが書かれておりますが、そうすると、私立だってこんなに

低所得者の子弟が入っているんだという水掛け論になります。これは、奨学金政策と経常費助成

の問題を解決するより方法がないだろうと思います。その点においては、どう考えても世間は、

全体としては国立が貧乏人のための大学だなんでいう印象はないですね。その問題を国立は考え

るべきなんだろうというふうに思います。

このところ、大学改革が進むと、 97国立大学が文部省が管轄するには余りにも多すぎるという

意見が、いろいろな大学の方から開きます。多分、それは、そうだろうと思います。そうだとす

るならば、どういうふうにしたらいいのか、という問題は大騒ぎになるだろうと思いますが、考

えるべき事柄なんだろうと思います。これは、ほとんど個人的な意見がず、っと書いてあります。

国大協の正式なものではなくて、一人一人の責任においていろいろな問題を委員の方が論じてい

ます。特に、長い間それでやってきたからしょうがないのでしょうが、あるいは、最近変わって

きているのかもしれませんが、それは外から全く見えません。つまり、それは、文部省の対国立

大学政策ですけれども、ご承知の通り IB帝大とかいうような頗序で行政をやっている。それは、

地方大学の人たちが恨みを込めて必ずおっしゃいます。この問題が本当に地方大学の人たちが言

う通りに行なわれいるのだったら、東大を頂点とする国立大学のピラミッド行政というのは変わ

らないわけです。いくら自由競争だとか何だとかいいましでも。ですから、これを、もし今のま

まで進めるのだったら、どういうふうに変えるのか。それは、もちろん、規制を緩和すれば落ち

ていく大学は、もっと酷くなるかもしれません。しかし、それはしょうがない話でしょう。です

けれども、そこのところをはっきりさせるべきだし、あるいは、研究大学として救えるのはここ

までだということが、はっきりした方がいろいろな面でいいのではないかという気がしないでも

ない位です。と同時に、ぜひお教えいただきたいのは、出資金の問題で全国を取材した特に、研

究費の配分先が、出資金を受け取る先生方の大学の所属先が東大に偏重しすぎていると、これは

ネイチャーに載ったのだそうです。

これは、日本の新聞に転載されました。これは、未開拓学術研究推進事業についてネイチャー

が取り上げているんです。 1つは、それをジャッジする人たちが東大偏重であるということもあ

るんですが、研究資金を受けている研究者の19%が東大だそうです。多すぎるという批判です。

そのことについてどうなんですかということを私はうかがいました。 19%で少ないそうです。い

ろいろなところで東大の研究者がうけるのは4分の lのだそうです。つまり、 7帝大といいまし

ても、 4分の lを東大で占めるというのは、後はどうなっているんだと思うわけです。何が理由

なのか。様々なことがあるんだろうと思いますが、この問題を抜きにはできないと思うわけです。

国立大学といっても、東大とその他の!日帝大と、あるいは新制大学とかそういう区分けになるの

かも知れませんが、東大問題もものすごく大きいだろうと思うわけです。しかも、東京大学は第

三キャンパスを柏につくると。私は何年も前から何度も何度も同じことを書いていますが、柏に

キャンパスをつくるのはいいんです。いいんだけれども、学術研究のためにそれが一番いいんだ、
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という方向で文部省は認めて、そして東大は動きだしたと。これは、何らケチをつけるシステム

ではありませんが、その結果、大学院生は何百人か増えるわけです。そうしますと、現在の東大

の学部からの大学院進学者が同じですと、他の大学からもとってくる。すると、ますます東大に

知的な意味における優秀な連中の独占というか、寡占化がより進むということです。それでしょ

うがないんだと、正に、今の自本の科学技術というようなもののレベルを上げていくためには、

これしか方法がないんだということなのか、そうでないのか。それが、全然、わからないわけです。

そうなら、それはしょうがない。そうすれば、国立大学をどうするかという論もまた違ってくる

んだろう。私は、ある中教審の委員に言ったのですが、大学入試を改善するということを第二次

答申でお出しになって、いろいろなことを言っています。しかし、いろいろと言っていても、東

大の柏キャンパスを認めてますます大きくなって、皆が東大に行きたがる。行きたがる大学を増

やす。考えてみると理にかなったことかもしれませんが、そういうことを片方でやっておいて、

片方では入学試験の競争を緩和するようなごとき幻想を抱かせるやり方といつのはおかしいので

はないか。中教審の答申で、大学入試というのがもっと楽になるのか。中教審の答申がなくても、

18歳入口が減るから楽にはなるのかもしれません。しかし、そういう矛盾を放っておくわけです。

ですから、そういうのをみていますと、国立大学に応援団ができないのは当たり前ではなし 3かと、

ちょっと言い過ぎかもしれませんが、そういう感じがいたします。

気がつく範密内でアットランダムに申し上げましたが、ともかく、文部省と大学の関係を整理

されるべきだということは重要なことなのではないか思います。それから、学術研究の中核とい

うような問題を、どういうふうに国立大学として考えていくのかということなのだろうと思いま

す。それから、大学セクターの中の極めて重要な役割を果している私立大学を考えていくという

ことをやってほしい。これは、本来は、巨大協に言うようも、本当は文部行政の問題だと思うわ

けです。しかし、なぜか、この20年間、いろいろと開いて何とはなしに歯切れのよくない話であ

るわけです。本当にいつも因るのは、自立大学は何か話題があったけれども、では私立はどうな

っているのかということになりますと、これは文部省も全くわかりません。国立大学については

絢を張って答えますけれども、私立大学は全くわからない。それでいいということに相成ってい

るわけです。たしかに、全部把握するのは、私立大学は難しいのでしょうけれども、もうちょっ

と何とかやらないと大変なことに、いずれはなるのではないかといっふつに心配をしております。

あとは、ちょっと言い残した点を申し上げます。国立大学の問題は言いだすときりがないので

すか、一つ申し上げます。民営化という問題絡みなのか、絡みでないのか難しいところですが、

やはり、教員養成大学の問題を文部省はもちろん国大協そのものも、個別の大学ももうちょっと

ちゃんとしないといかんのではないかと思うんです。全部それぞれの責任だと思うんです。学長

のリーダーシップといいますか、学長も言うし、文部省も言うけれども、試してやってみればい

いんです。教員養成学部の問題で。それで、教育学部が食いつかれたら文部省も応援すればいい

し、回りの大学も侭か手を差し伸べれはいし E。ともかく、当たり障りのない形で、ただ拍象的に、

学部教授会の自治はけしからんということで、そして、大学の学長には何の権限もないと、そう

言っていれば2年や3年すぐに過ぎてしまうわけです。教員養成学部の問題というのはよくわか
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りませんけれども、 2、3取材ーした限りにおいては、それぞれの大学の中においてお荷物である。

そして、その教員養成学部の中においても、いろいろな様々な意見がある。そして、文部省もま

た十全なる行政は行なっていないという、要するに、悪い点が全部、教員養成学部に集中してい

るわけです。しかも、定数が足りないものですから、どこの大学でも教員養成学部の余っている

定数を狙っている。そんなすっきりしない状況の中でですが、学長の誠心誠意、公正なジャッジ

とリーダーシップで問題提起をすれば、これはかなり違うだろうと一つ思うわけです。そして、

もう一つは、情報公開というのは、個々の大学の先生はいろいろと市民運動の中でやっておられ

ますが、教員養成学部の情報公開というのは無いに等しい。ですから、地元の県の教育委員会と

いうのは何も知らないんです。ただただ教員養成学部の学部長ですとか、しかしるべき先生が、

将来、何年後には何人を教員に採用してくれますかということを開きにくるけれども、どういう

ふうにしようとしているのか全然わからない。これも全部が全部ではないでしょうけれども、教

育委員会の返事なんです。これは、やはり、そういう問題も含めて、おかしいだろうと思うわけ

です。つまり、国立大学は大人の使いだとか、大人の仕事をしていないんです。これは、自由化

だとか、民営化だとか言う以前のイロハの話のように思えてなりません。これは、最終的には予

算や人事を伴うものでしょうけれども、今すぐ予算がなくてもできるような話のような気がしま

す。ぜひお願いしたいと思います。

先ほど、 トータルとしての習の、あるいは、世界的な経済の動向まで含めた企業の問題はお話

をうかがし Eました。非常にごく身近な話でいいますと、大学の先生たちがいろいろと外部の動き

に鈍いという話を、いついかなる会合でも必ずそういう話が出ます。今日もまた出ました。それ

は、その通りなんだと思います。外部のことはわからないのは無理がないとは思いますが、例え

ば、任期寄り一つみても、これはどういうふうに考えるのかというのは難しい問題だというふうに

思います。しかし、世間が任期制に対して期待しているような、一度就職すると70歳までだとい

う発想というのは、企業ではかなり有名な大手が就職10年で l千万円の退職金を出すという案を

出しています。これは、やはり、ショックです。 10年たつといらないんですから。 40過ぎるとも

ういらないというのもショックですが。 10年たったら l千万円ゃるから辞めてというのは、それ

だけ企業が厳しいのかもしれません。そういう状況の中の任期寄りとか、大学の問題なんだなあと

いう気しております。これについては、いろいろなことが言えるのかもしれません。国立大学の

あり方とか、今、直面している任期制を含めて、様々な問題を考える時にちょっといろいろなこ

とを考えさせられる事例であります。ただ、私は民営化ができるとは思っていません。本当に民

営化が実現したらえらいことになると思うのは、民営化ということが出て関もない頃に早稲田大

学の方と雑談しておりましたら、箆立大学を民営化してどうする気かというわけです。国立大学

が民営化して早稲田や慶応のようになっで、どこがいいんだねというわけです。それでは、どう

いうのがいいんですかと開きましたところ、いい方法がないんだと。その人の話によりますと、

学校法人という制度そのものが非常に保守的なんだそうです。彼は、株式会社というふうに考え

いるけれども、株式会社はまた問題がありすぎる。名案がないんだという話でま冬わったんです。

きっと、多分、大学の設置形態というのは様々な問題があるんだろうと思います。そうであれば
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なおのことアレルギーを起こすことなく、それをむしろ逆手にとってという言い方は適切かどう

かということはわかりませんが、今までの国立大学なら国立大学なりに考えるべきだと思います。

また、先ほどのお話の中にも血を流す流さないという話がありましたが、やはり、損をするとい

うことがないと絶対に駄目だと思います。ですから、東大がそうやって膨脹していく、これはた

またま文部省で開いた話ですけれども、入学者の臨時定員を東大からとろうとしたら抵抗があっ

たというわけです。なぜ、なら、やはり、幹部が多い方がいいというんです。東大で、ず、っと取材し

て、いつも開いていたのは、学生数が多すぎるという愚痴だったんです。しかし、必ずしも肝心

要の権力者の前にいくと、そうもいっていないのかなということを知りました。若干、び、っくり

しました。大学院重点化というのをやる時に、経緯はいろいろあったからああいうふうになった

のでしょうけれども、高々 20%か25%の研究費を増やすよりも、もっとたくさん研究費は出

すけれども学部の教育はよそに任せるという位のことをやった方がいいんではないか。そんなこ

とは絶対に東大はやらないことはよくわかりますが、その位のことを検討すべきなんだろうと患

います。そうでないと、今の状況で、放っておきますと、先ほどの4分の lではないけれども、そ

のうち半分になるのではないかという心配をしなければならないほどアンバランスなんだろうと

思います。ですから、このところ 2~3 年の国立大学の入学試験状況をみると、国立大学四婦と

新聞は必ず書きますし、ここでも国立大学に受験生が戻って優秀なのが出てきたということを盛

んに言います。今までよ智、 ICUに逃げていった学生も、今やそんなことをするのはほとんど

いなくて外語大学に入ってくる。東大にいくのさえ外語に入ると、外語の先生は威張っておられ

ましたけれども、そんなことが問題じゃないんだと思うんです。やっぱり国立大学の問題という

のはアンバランスで、国立大学回帰で浮かれているような状況ではないんじゃないかという気が

しでしょうがありません。このへんで終わらせていただきます。
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